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研究交流センター
楽器博物館

展示イ．〈さント

1ホール

オークラ

アクトシティ

ホテル浜松

ホテル宴会場（3・4F｝

地下道、ハスターミナルを経て
フォルテホールへ

O　O　O　O　Oo

　　　大ホールOOO　OO　o
コ≧クtス　　　　　　　　中ホール
センター

名鉄ホテル

サンクンブラザ

JR浜松駅

バスターミナル

東海道新幹線

フォルテホール

ー」

浜松に未来を開くアクトシティ
今年10月誕生

　浜松といえぽ楽器，オートバイ，繊維という産業イメージが浮かんでくる。最近話題の商品

「音のでないピアノ」「軽自動車ワゴンR」「ちょっと変わったエンジン付自転車」が生産され

ているのも，この地である。

　その浜松市で今でっかいプロジェクトが進められている。

　東海道本線，新幹線に乗って浜松駅が近付いてくるとひときわ目につくそびえ立つタワーが

浜松市と民間企業が共同で進めているアクトシティ開発事業の一部である。

　このアクトシティは浜松駅側から音楽・文化交流のAゾーン，産業・文化交流のBゾーン，

産業・技術交流のCゾーンとその北側のDゾーンで構成され，その広さは約4．3ヘクタールで

ある。その施設の代表的なものを覗いてみると大・中ホール，コングレスセンター，45階のア

クトタワー，展示イベントホール，研修交流センター，楽器博物館を有するアクトシティで，

まさに21世紀を見据えた都市づくりといえる。

　今年10月にオープンし，ロリソ・マゼール指揮によるバイエル放送交響楽団の公演を始めと

して，ポーランドのワルシャワ市やイタリアのサンレモ市などとの友好交流ミュージックシ

ティフェスティバルとショパンフェスティバルなどが次々と予定されている。これからの成熟

化社会にはなくてはならない心のゆとりと創造的な生き方をするためにも，一度は訪れてみた

いところだ。



闘　次 19嚢4産政研甑23

巻頭言

発

寄　稿1

寄　稿皿

寄　稿皿

寄　稿N

研究員レポート

データ

中部の地域振興

講演要旨

講演要旨

講演要旨

産政研だより

勝ち残りのリストラ

　　　　　　　　　　　　梅村

日本経済の成熟化

　　　　　　　　　　　　島田

産業の創造的革新

　　　　　　　　　　　　佐野

成熟化のダイナミズムと

　　　　　　労働の成熟化　清家

労働の成熟化

　　　　　　　　　　　　荒川

日独金属労組共同プロジェクト

　　から得たもの　一夢一　森

日本経済の成熟化と勤労観

　　　　　　　　　　　　藤原

21世紀の日本の姿

浜松アクトシティ　　　　　恩田

製造業のあり方　　　　　　唐津

産業成熟時代の分業関係　　藤本

技量形成と雇用調整　　　　小池

’94年5月～’94年8月末

志郎…

晴雄氏

忠克氏

　篤氏　　　P．10

　春氏　　　P．12

敏雄氏　　　P．16

道夫氏　　　P．20

　　　　　　P．23

　饒氏　　　P．31

　一氏　　　　P．36

隆宏氏　　・・P．38

和男氏……P．41

　　　　　　P．43



［轟 巻頭言

勝ち残りのリストラ

（財）中部産業・労働政策研究会

理事長梅村志郎

　　「日本の産業構造や企業体制のリストラが

呼ばれているなかで，これまで製造業を支え

てきた中小企業の熟練技能は，いまどんな状

況におかれているのか。技能の伝承や育成は

うまくいっているのか。　　これは，労働者

の働きがいや仕事の魅力の発揮に関する問題

であるだけでなく，産業基盤の将来を左右す

る問題である」

　連合総研と連合は，熟練技能の現状と問題

点を明らかにするために，昨年秋「中小企業

技能形成プロジェクト」を発足させこの程調

査結果を発表した。

　報告は，日本の製造業の熟練技能は大きな

転機に直面しているという。熟練技能の中心

的な担い手とも言える中小企業において，新

規開業の減少，経営者の後継者難，親会社の

海外展開に伴う　「空洞化」の懸念などが進

み，熟練技能者の高齢化や若年労働者の製造

業離れのもとで，これまでの技能水準を維持

し続けていけるかどうかが問われている。

　とくに，中小企業において熟練技能が再生

産できなくなることは，部品生産や生産技術

の多くを膨大な中小企業群に依存している大

企業の生産体制にとっても深刻な事態であ

り，日本の製造業基盤の行方を左右する問題

であると警告している。

　この調査によると，多くの中小企業製造業

は，現時点では「長く自社に勤めて技能を修

得した」「40代半ば」の技能者を中心に要員

を確保し，技能の養成や訓練をこなしている

が将来の見通しとなると要員確保の見通しも

なく，技能も継承されず，産業基盤も空洞化

するといった懸念が全面に浮び上っている。

　つまり，「技術立国日本」を支えてきた熟

練技能は将来的に再生産が可能かどうかの瀬

戸際に立たされているということである。そ

して，日本が産業＝雇用の「空洞化」に陥る

ことなく，新たな国際環境の下で安定した産

業基盤を確立し，新たな活力を発揮していく

には熟練技能と人材の確保が不可欠の課題で

あり，熟練技能（者）が将来的に再生産され

ていくシステムづくりが，最も重要かつ喫緊

の課題であるとしている。

　報告はさらに，熟練技能育成の方向性とし

て①モノ造り文化の再構築　②熟練技能育成

に向けた社会的なシステムづくり　③社会的
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な技術評価基準の確立などを挙げている。そ

のために各セクター（政府・自治体，企業・

業界団体，労働組合）がその任務と役割をは

たすことが必要だとしている。とくに労働組

合としてもこの問題に積極的に関ケし，これ

までどちらかというと経営者任せの傾向に

あった職業訓練やキャリア形成についても発

言し，労働者の1働きがい」が発揮できる社

会に向けてリード役をはたしていくことが必

要だとしている。

　報告が指摘している危機意識や現代の問題

点，そして対応の力向性については同感でき

る面が多いが，具体的な対応策は示されてい

ない。

　この報告から読みとるべきは，そうした現

実的な対応策ではなく，今口，口本の製造業

がかかえている本質的な問題，課題であろう。

　口本経済の発展を支えてきた産業基盤が製

造業にあったことは言うまでもない。ひと昔

前，口本は原料資源のほとんどを海外に依存

し，それが口本の弱みであるという説がもっ

ともらしくいわれたeどの様な天然資源でも

技術がなければ価値が生れない。資源を加工

して製品を仕立てあげていくことから生れる

付加価値が口本経済の原点であることは明瞭

である。そしてそれには技術が必要である。

　口本の製品には品質的にもコスト的にも世

界一のものが多い。それはこれらの一級品を

作るための材料部品や生産設備が世界のトッ

プをゆくものが多いから出来たのである。し

かもこうした技術の多くは中小企業によって

支えられている。

　目本が今日の経済発展をなしとげたのは，

数多い領域の人々の協力で創造性豊かな新製

品などを開発していく能力に優れていたから

である。こうしたモノ造りの能力は，日常の

改良・改善の積み重ねをしていくことによっ

て生れる能力である。こうしたノウハウは1

年や2年で身につくものではない。10年・15

年という経験が必要である。

　さて，戦後最長の4年にわたる企業収益の

悪化にやっと歯止めが掛ってきた。産業景気

の回復は徐々に広がりを示しつつある。その

一
方で企業における「リストラ」も着実に進

展している。循環的要素と構造的要素が複雑

に絡み合った複合不況からの回復はこの「リ

ストラ」なしでは語れない。

　　「生き残りのリストラ」で先行している加

工産業では，次のステップである成熟社会を

ふまえた産業の新しい潮流を先取りする。

「勝ち残りのリストラ」へその戦略をシフト

しつつある。それは減量をした体に活力をつ

けるための新しい筋力・体力をつけようとす

るものである。

　厳しい環境条件の中で勝ち残るためには，

口木企業の「強み」である一級品を造る成熟

技能（者）をいかに継承し育成していくかに

かかっているといえる。

　米国製造業の再生を論じた「メイド・イン

・ アメリカ」の書き出しにある「一国の繁栄

は，その国の優れた生産力にかかっている」

という言葉を改めてかみしめなければならな

い。
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［…舞
発　言

「日本経済の成熟化」

慶鷹義塾大学　経済学部

教授島　田　晴　雄

　戦後最長の記録を塗りかえるであろうと思

われる平成不況もどうやら底が見えてきたよ

うだ。産業や企業によって差はあるが，少し

ずつ業況の回復が見られるようになってきた。

空前の巨大なバブルの崩壊は日本経済の心臓

部に達するほどのツメ跡を残したが，その傷

も少しずついやされつつあるように見える。

　今年は世界経済も昨年あたりとは相当違っ

て明るさを取り戻してきている。企業のリス

トラも進み，バブル崩壊で痛手を負った金融

セクターなども膨大な不良債権の償却に励ん

でいるので，ゆっくりとではあるが日本経済

は回復の方向に向いはじめたと言って良いだ

ろう。

　今回の平成不況はこれまで日本経済が何回

も経験してきた不況とは質的に違うとしばし

ば言われてきた。景気の過熱の反動で不況に

なるといった単なる循環的な不況とは違って

構造的な不況であると言われた。

　そのひとつの原因は，巨大なバブルの崩壊

の衝撃であろう。構造的な不況を怪我にたと

えるならぽこれは骨折のような大怪我にも似

た衝撃を日本経済に与えたからである。

　しかし，今回の不況の中での経済政策の舵

取りや企業の対応を難しくしたもうひとつの

大きな原因は，日本経済をめぐる内外の環境

条件の質的変化であったように思われる。日

本経済のこれまでの発展を支えてきた基礎的

なメガトレンドが大きく変わってしまったの

である。これはいわば内科的な体質の変化で

あるといってもよい。

　私は少なくとも4つの条件が大きく変わっ

たと考えている。それらは口本経済の成熟

化，円の為替レートと実力以上の高まり，人

口の高齢化，そして情報・通信技術の飛躍的

発展に象徴される技術パラダイムの変化であ

る。

　ここではそのうちとくに「経済の成熟化」

に焦点をあてて考えて見よう。

　日本人の中年以上の人々の日本経済に対す

るイメージを聞けば，やはり逞しく成長する

経済という観念を捨て切れないだろう。それ

は彼等が若い頃の原体験だからである。

　ちょうど人々が一生忘れない歌やメロ
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ディーを覚え，それが心象風景になって心の

中に刻まれるのが青少年時代であるように，

この若い頃の体験が人々の経済観を形成する

としても不思議はない。

　それは私流に言えぽ長嶋茂雄氏のジャイア

ソツ現役時代とぴったり重なるのである。長

嶋氏が現役であったのは1958年から1973年ま

での16年間だったが，この間，日本経済は年

平均実質で9．3％もの成長をつづけた，長嶋

の入団前は平均7％であり，退団後は3．8％

でしかない。

　この時代，誰もがアメリカのような先進国

を夢見て，猛烈にわいた。そして人々はつぎ

つぎと新しい商品を手にし，物的，名目的に

はいまやアメリカ人の所得を凌ぐまでの生活

を手に入れた。

　その結果，日本経済も大きくなり，かつて

世界経済に占める比重が2－3％でしかな

かった口本経済がいまや15％近くの比重を占

める。口本人の名目所得はいまやアメリカ人

より2割も高い。日本の家計の資産も名目的

には世界のトップクラスになった。

　こうなると，経済がゆったりとしてくるの

はむしろ当然である。世界の15％もの比重を

占める経済が年率10％で成長するわけにはゆ

かない。口本経済は別に元気がなくなったわ

けでもなく，技術革新が止まったわけでもな

い。続々と新しい製品が創り出されているが

人々が豊かになりすでに多くの物を持ってい

るので，たいていのことではライフスタイル

が一変するほどの変化にはならないのだ。か

つて日本中を湧かせたオリンピックのような

イベントも豊かで成熟した日本では数多くの

イベントのひとつに過ぎなくなった。

　生産性が高く，時間の価値が高くなってい
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るので人々は多少の所得を増やすために貴重

な自由時間を犠牲にしようとはしない。した

がって労働時間は減ってゆく，経済が大きく

なったので，環境制約がますます意識される。

消費者は商品を大切にゆっくり長く使うよう

になる。それもこれもみんな経済をますます

成熟化させてゆくのである。

　こうした成熟化は自然な現象だが，産業や

企業にとってはこれは大変な意味を持つこと

になる。なぜなら日本の企業戦略や労働慣

行，産業のしくみなどはすべて急速な経済の

成長を前提として形づくられているからであ

る。経済の成熟化現象は企業や産業に対して

重大な問いかけをしている。ゆったりとした

暮しに見合った企業や産業とはどのようなも

のなのか。今，私達はその知恵を出す事を迫

られている。

　　　　　　　【（財）　中部産政研　顧問】

。
滋

韓



［轟

「産業の創造的革新」

　我が国経済の不況が長期化の様相を呈する

中，産業の中長期的な先行きに対する不安感

が増幅しつつある。通産省では，平成5年よ

り中期産業経済展望研究会（事務次官の私的

研究会）において日本の産業の中長期的な発

展の方向について検討した（報告書は同年5

月に発表）。さらに，産業構造審議会総合部

会基本問題小委員会の場において，産業を含

めた経済構造全体の見直しについて検討を重

ねて，今年6月16日に報告書を発表したとこ

ろである。

　本稿では，両報告書の内容を参考として，

今後の我が国産業の発展の可能性について探

求する。

1．我が国産業の存続と「創造的革新」

　現在，長期化する不況や円高の進行等に対

応するため，我が国の企業はリストラクチャ

リング（事業の再構築）を積極的に推進し，

国際競争の激しい効率的な産業を中心に製造

拠点の海外移転を行いつつある。このような

企業の動きを産業の「空洞化」として問題視

し，「空洞化」防止のため競争制限的な規制

の緩和推進を主張する論調が少なからず見ら

通商産業省通商政策局

　　国際経済部長

佐　野　忠　克

れる。

　確かに，競争制限的な規制・民間慣行等我

が国経済の歪みに基づいて内外価格差・円の

過大評価が解消されず，本来海外に移転する

必要のない産業までが海外に移転するような

状況は問題であり，政府は規制緩和を含め各

種制度の整備を一層推進し，経済の歪みの除

去に努めなければならないことは言うまでも

ない。

　しかし，政府が経済の歪みを除去するだけ

で産業の海外移転が阻止できると認識は，誤

りである。何故なら，我が国の産業を取り巻

く環境は以前にも増して厳しいものとなりつ

つあるからである。

　まず，我が国を含めた主要先進国において

既存製品市場は成熟化しつつあり，今後は既

存製品のコストダウンや品質改善のみに依存

しては，これまでのような市場の拡大を望む

ことは不可能である。

　また，NIES諸国やASEAN諸国を中心と

したアジア地域における工業化水準の向li，

米国製造業の復活，東欧諸国の市場経済化の

進展等により，国際競争はかつて無い程激化

した。
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　さらに，1980年代を通じて数多くの産業部

門の国際競争力が向上した結果，今や我が国

自らが新たな製品・技術・産業のモデルを創

造しなければフロンティアの開拓は不可能で

ある。

　このように産業を取り巻く環境は刻々と変

化しており，我が国の産業が将来の存続・発

展を図るためには，産業自体が環境の変化に

適切に対応するべく努力しなければならない

のである。

　そして「適切な対応」とは，革新的製品や

生産方法の開発あるいは流通・販売方法，組

織などの総合的・革新的変革を通じて，市場

に対して本質的に新しい創造的な財やサービ

ス，ひいては新たな産業群を生み出していく

というイノベーション，即ち「創造的革新」

の実現に他ならないのである。

2．「創造的革新」実現の可能性

　環境が厳しくなりつつある一方で，我が国

の産業には次のようなポテンシャルが備わっ

ている。

（1）高度な市場の存在

　我が国の市場においては確かに基礎的・共

通的な耐久消費財の充足・飽和により市場が

成熟化しつつある。しかし，それは逆に我が

国市場が消費者の所得水準，生活水準及び人

口規模の面からも世界の中においても最も豊

かな市場に到達してきたことを意味している。

（2）社会変化に伴う市場の変化

　生活水準の充足による自由な時間や空間の

充実，高齢化・地球環境問題や廃棄物問題に

関する意識の高まりなど，我が国をとりまく

社会環境の変化は産業に対して新たに対応す

べきニーズを限りなく提供している。

（3）高度な生産システムの存在

　これまでの産業発展の過程において蓄積さ

7

れた生産技術，技能などの蓄積，高度な機能

部品，資本財の蓄積がある。さらに，教育水

準の高い豊富な人的資源が存在している。

　こうしたポテンシャルが十分に活用される

ことを条件として，産業の不断の努力とそれ

を促す環境の整備が適切に結合されれぽ，

「創造的革新」を実現することは十分可能で

ある。

3．「創造的革新」実現に向けての課題

　それでは，産業が「創造的革新」を実現す

るために克服すべき課題は何であろうか。

　「創造的革新」のプロセスは潜在的可能性

はあっても先行モデルが乏しく，それだけに

企業にとってもリスクとコストの大きい分野

になっていく。企業としては，経営者の企業

家精神の発揮により，このようなリスクの高

い分野において，市場のニーズと生産技術等

を適時適切に結合させることが重要となる。

　しかも，今後は市場のニーズに対応した新

たな製品の開発，生産技術の革新等ある分野

において生じた革新の実現は，組織，技術，

人材，素材や部品，各種インフラや流通など

の関連産業分野の連鎖的な革新があってはじ

めて可能になると考えられる。このような連

鎖を可能とするには，市場のニーズの変化や

技術の革新に果断に対応して，情報，資金，

人材，技術といった経営資源を適時適切に結

合させたり分離させたりすることが可能な柔

軟な組織の整備が必要である。

　さらに，市場の先端的なニーズに対応して

いくたあには，世界をリードする先端的かつ

独創的な研究開発が必要となる可能性が高い。

また，市場のニーズを具体化していくために

は，創造的な経営，設計，国際的活動などに

おける独創性が発揮されることが必要である。

従って，このような独創性を生み出す人材



（創造的人材）を活用するとともに，既存の

人材の再教育や再活用，優れた外国人の登用

などによって創造的人材の確保を行うことが

必要である。

4．産業用財産業の「創造的革新」

　　「創造的革新」は新規ニーズへの対応を出

発点とするので，初期段階においては市場の

新規ニーズの把握が重要であるのは勿論のこ

と，新しい設計に対応できる高度機能部品

　（半導体，産業用電子機器等）や試作・量産

に必要な資本財（工作機械，産業用ロボッ

ト，半導体製造装置等）が不可欠である。

従って，こうした高度機能部品や資本財を供

給する産業用財産業の「創造的革新」が，我

が国産業全体の「創造的革新」の成否を左右

するといっても過言ではない。以下に，産業

用財産業についてその可能性を検討する。

（1）現　　　状

　産業用財産業を含め我が国機械産業は旺盛

な需要に依存しつつ，高度な技術・技能を蓄

積，高品質，低コストで製品を供給すること

により発展してきた。

　しかし従来型の家電や自動車等の国内市場

が成熟化しつつある等の要因により，産業用

財産業の生産も最近は低迷している。

（2）今後の展望

　しかし，産業用財産業については，①省力

化，環境保全の社会ニーズに我が国産業が対

応していくために新たな高度関連市場が必要

となってくること，②情報・通信関連分野の

新規需要の拡大が予想されること，③消費財

産業が海外投資を拡大するとともに，世界各

国においても産業が発展していく中で，高度

な技術や熟練，ソフトウェアが集積した高度

機能部品・資本財へのニーズが一層高まるこ

となどを勘案すると，適切な対応を条件とし

て中長期的には引き続き発展が期待できる。

（3）課　　　題

　先に述べたように，産業用財産業に対して

は，我が国産業の中期的発展の基盤の確保の

観点から，今後とも引き続きユーザー産業が

必要とする高度な部品や資本財を短納期，高

品質，低コストで供給することが期待される。

そのため，技術やソフトを集約した高度な部

品，設備などの開発を積極的に行っていくこ

とが必要となろう。

　産業用財産業はこれまで蓄積されてきた熟

練技術に依存するところも多く，その基盤を

強化していくことが必要である。特に，機械

部品産業などにおいては，最近の若者の製造

業離れなどを背景とした労働力不足などが懸

念される。

　　　　参考：機械産業の将来展望

生産額（兆円） 就業者数（万人）

1992年 2000年 2010年 1992年 2000年 2010年

156．2 184．1

（2．1）

238．4

（2．6）

615 606

（－0．1）

609

（0．0）

注意：括弧内は1992年から2000年まで，2000年から2010

　　年までの年間平均伸び率（％）

（産業構造審議会総合部会基本問題小委員会報告書より

作成）

5．政府の課題

　また「創造的革新」の実現は市場の環境に

も左右される。政府に対しては経済的歪みを

解消の他，次のような対策を速やかに実施

し，r創造的革新」を実現しやすい環境づく

りが望まれる。

（1）マクロ構造調整

　・産業経済の発展に対応した社会資本整備

　　の拡充・前倒し

　　（公的部門の情報ネットワーク整備，各

　　　種研究施設等）
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（2）　ミクロ経済改革

　・市場環境の整備のための競争制限的な規

　　制の見直し

　・民間慣行の是正を促進する規制運用

　　　（独占禁止法の運用強化，知的財産の適

　　　正な保護，標準化の推進等）

　・リスクマネー供給の円滑化

　　　（店頭市場の活性化，ベソチャーキャピ

　　　タルの育成等）

　・大学・国立研究所等における基礎的・独

　　創的研究開発の支援及び成果普及・促進

　・創造的人材の育成

（3）産業構造政策

　・産業構造転換の支援

6．結 び

　日木の産業の今後の展開を左右する「創造

的革新」は，産業にのみ恩恵を与えるもので

はない。

　産業の維持・発展を通じて国内雇用水準の

維持に貢献するのは当然のこととして，「創

造的革新」推進の前提となる我が国経済の歪

みの是正は，消費者の選択肢の拡大を通じて

豊かな国民生活の実現にも貢献する。

　また，我が国が世界のフロンティアを開拓

できれば，先進国間において摩擦なき円滑な

分業関係を構築できるとともに，発展途上国

の産業発展の支援することも可能となる。

　このように「創造的革新」の実現は，我が

国の経済構造や対外関係の改善にとっても有

益である。逆に，「創造的革新1を実現できな

ければ我が国の産業・経済にとっての展望は

開けないのであり，官民とも「創造的革新」

の実現に向けて，一刻も早く課題を克服すべ

きである。

〔筆者紹介〕…佐野　忠克（さの　ただかつ）

略　　歴

昭和20年7月　神奈川県生まれ

昭和43年9月　国家公務員採用上級甲種（法律）

　　　　　　　試験合格

昭和44年3月　京都大学法学部卒

昭和44年4月　通商局通商政策課入省

昭和45年11月　通商局通商政策課政策海外普及室

昭和46年5月　経済協力開発機構工業エネルギー

　　　　　　　局

昭和48年7月　機械情報産業局総務課

昭和49年10月　資源エネルギー庁長官官房鉱業課

　　　　　　　長補佐（総括班長）

昭和51年9月　通商政策局西欧アフリカ中東課長

　　　　　　　補佐（総括班長）

昭和53年9刀　基礎産業局鉄鋼業務課長補佐（総

　　　　　　　括班長）

昭和56年4月　貿易局総務課長補佐（総括班長）

昭和57年5月　通商政策局総務課長補佐（総括班

　　　　　　　長）

昭和58年2月　機械情報産業局宇宙産業室長

昭和59年5月　JETROパリ・センター産業調査

　　　　　　　員

昭和62年6月　大臣官房付

昭和62年6月　資源エネルギー庁石油部開発課長

平成元年6月　通商政策局西欧アフリカ中東課長

平成3年4月　通商政策局欧州アフリカ中東課長

平成3年6月　産業政策局産業構造課長

平成4年6月　大臣官房企画室長

平成5年6月　産業政策局総務課長

平成5年8月　総理府内閣総理大臣秘書官事務取

　　　　　　　扱

平成6月4月　通商産業大臣官房付
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「成熟化のダイナミズムと

　　　　　　　　　　　労働の成熟化」

慶応義塾大学　商学部

教授清　家　　　篤

　成熟化という概念は2つの意味をもってい

る。ひとつは，もう成長が止まってしまった

という，どちらかといえばマイナスの意味で

ある。もうひとつは，立派に成長して一人前

の大人になったというプラスの意味である。

　こんにちわれわれは，ともすると成熟化と

いう言葉を，上の2つのうちの前者の意味で

とらえがちである。それにはもちろん理由が

ある。

　日本人の生活水準が先進国のそれに追い着

くまでは，消費者にとって何を手にいれれば

幸福になれるかは明白だった。先進国のひと

たちの持っているものを揃えていくことがす

なわち生活を豊かにすることだったのである。

従って企業にとってもなにを売ったらよいか

は明白であり，あとはそれをいかに安く大量

に供給できるかということで競争してきたわ

けである。

　しかし日本はすでに先進国中のトップラン

ナーとなり，先進国のひとたちのもっている

ものは手にいれた。企業にとってみれば分

かっているものを作れば売れる時代は終わっ

たのである。先進国のトップランナーになっ

たということはまた，日本人の賃金が国際的

にそれだけ高くなったということでもある。

安く大量に売れるような商品の生産は，賃金

の安い途上国に譲っていかざるをえない。

　ようするにこれまでどおりの商売のやりか

たで成長は望みにくくなっているのである。

この面からみれば，もう成長が止まってし

まったという，冒頭の第1の意味での成熟化

はたしかに起きつつある。

　ただしこれは，これまでの目標を達成した

という意味においての成熟化である。より高

い目標を新たに設定すれば，またそこへむけ

ての成熟過程が始まる。ひとつの目標に向け

ての成熟化は起きても，そのときはもう次な

る新たな目標に向けての成熟過程になってい

れば，絶対的な成長停止という意味での成熟

化はなくなる。

　これまでは目標そのものを探す必要性はあ

まり無かった。先進国に追い着くという，ひ

とびとに共通の口標があまりにも明白であっ

たからである。しかしこれからは，新たな目

標を探し，それにむけて知恵をしぼること

が，競争の原点になる。
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　もちろんそれは容易ではない。とくに難し

いのはその目標がもはや一様でなくなってい

るということだ。先進国なみの生活を手にい

れるという共通尺度で豊かさが計られる時代

ではなく，選択肢の多さという，非共通性こ

そが豊かさの基準になる時代だからである。

　そこで企業の競争は，多様な消費者ニーズ

をいかに捉えるのか。また消費者自身の気付

いていない潜在的ニーズを探りだし，新製

品，新技術で新しい選択肢を提供する，とい

うことがポイントになる。そのためには，企

業の中に，いかに多様な発想をかかえられる

かが勝負になる。これは企業にとって必要な

人材のありかたを変える。

　なにを売ったらよいか明白で，あとはそれ

をできるだけ大量に売り捌くことで競争して

いた時代には，分かっている仕事をよく勉強

し，脇口も振らずに皆と一緒にひたすらたく

さん働いてくれる労働者が求められた、へた

に自分の考えなど持たず，会社のいうとおり

に仕事をしてくれるひとである。いわゆる会

社人間が良かったのだ。

　しかし分からないことに知恵をしぼること

で競争する時代になると，市場センスに富

み，新しい技術や製品を作り出すことのでき

る専門能力を持った人材が求められるように

なる。皆と同じような発想で会社のいうとお

りに働く労働者では，一度成熟化した後はも

う次の成熟過程に入れない。自ら発想し自ら

表現することのできる，個の確立した人材が

求められるのである。それはすなわち，成熟

化した大人の労働力ということになる。

　しかもそうした成熟した個人の持っている

センスや能力は，企業にとってできるだけ多

様であったほうが良い。市場のニーズ自体が

多様になっているからである。また，市場の

ニーズを敏感につかむには，常に生活者の感

覚をもった人材でないとビジネスに貢献でき

ない。会社だけが社会という会社人間ではな

く，会社生活，個人生活，社会活動とバラン

スのとれた個人が求められるのである。

　冒頭に述べた成熟化の2つの意味のうち，

もう成長がILまってしまったというマイナス

の成熟化社会に陥らないためには，次々と新

しい目標に向かって成熟するという，成熟化

のダイナミズムを発生させなくてはならない。

日本にとって，世界の自由貿易体制を発展さ

せつつ豊かな経済社会であり続けるために

は，この成熟化のダイナミズムを維持するし

かない。そしてそのためには，なによりも個

の確立された大人という意味での成熟化が，

これからの労働には求められているのだと思

う。

〔筆者紹介〕…清家　　篤（せいけ　あつし）

1954年4月11日　東京生まれ

〔現　　職〕

慶応義塾大学商学部教授。博士（商学）

〔経　　歴〕

1978年　慶応義塾大学経済学部卒業

1980年　慶応義塾大学商学部助手

1985年　慶応義塾大学商学部助教授

1992年　慶応義塾大学商学部教授

〔著作物〕

r高齢者の労働経済学』日本経済新聞社

　　　　　　　　　　1992年3月

『仕事と暮らしの経済学』（島田晴雄氏と共著）

　　　　　　　　　　　岩波書店，1992年10月

『高齢化社会の労働市場』東洋経済新報社

　　　　　　　　　　　1993年6月
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労働の成熟化

日本経営者団体連盟

　労務管理部長

荒　川　　　春

　今労働の内容や働く者の意識に大きな変化

が起こっている。これらは今後の産業社会の

形成に直接影響を及ぼし，職場のあり方を決

定付けるものになる。そこで改めて働き方，

働く意識の中身について分析をし，理解を深

め，労働環境整備の方向について考えを新た

にしてみたい。

　この大きな変化を捕らえるキー・ワードと

しては，今や労働の内容や意識に成熟化現象

が起きているのではないかということである．

成熟化傾向をいうのではなく，要因を項目別

に分解して，その中から出てくる問題に対し

て新しい職場づくりのための具体的なヒント

を把握していこうとするものである。

1．労働の成熟化とその要因

　労働のあり方を直接左右するものは，雇用

の安定度合い，賃金や労働時間等労働条件の

推移，雇用から退職までの人事労務管理制

度，仕事の内容・難易度等の程度，仕事の遂

行・結果の評価のされ方，職場環境，社会風

潮の変化，自分自身の労働に対する意識，さ

らには歴史，宗教，文化等に影響された価値

観等があり，家族の状況も加わる場合もある。

　労働の成熟化が認識されてくるのは，これ

らの諸要因のうち，特に顕著なものとして次

の事項が挙げられる．

（1）時短・休日増と労働の変化

　労働時間の短縮・休日休暇が大幅に増加

し，それに応じて仕事に臨む態度や仕事への

取組み方，働くことと私的な生活両方を通じ

てめりはりを付けていこうとする動きがでて

きて，その意味で時間と仕事との関係を数量

的に見るよりも，質で判断していこうとする

部分があることである。

　その結果労働時間概念としては，企業から

与えられた長さの尺度を基準とするのではな

く，個人が設定した仕事の目標達成のために

いかように労働時間を活用するかという関係

になってくる。だから各種の変形労働時間制

の設定，フレックスタイム制の導入，裁量労

働制適用への希望の増加，ボランティア休

暇，リフレッシュ休暇等の従業員の新しい生

活行動を支援する長期連続休暇の設定等が求

められているわけである。
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　労働のあり方と労働時間の関係は，長さか

ら質へ，長さの管理から成果の評価へ，集団

一括管理よりも個人の意思による管理へと正

しく1成熟への変化」が見られる。

　勿論労働時間の長さについては受けとめ方

に芭があり，外国との比較や対象業務，年齢

等により長いと感じている者もいる。しかし

総じて実労働時間は着実に短縮され，労働日

も減少しており，労働と休口との区切りを付

ける認識が一般化したことは，労働のあり方

を変更する決定的なものといえる。

（2）働く者の意識変化と労働

　今［，労働問題を包括的に捕らえようとす

る場合によく「働く者の意識は多様化してい

る」といわれる。これは一昔と比較すると働

き方に様々なスタイルが出てきて，勤労者の

言動を一つのパターンでは測りきれなくなっ

ていることを指すものである。

　しかし各種意識調査を分析してみると，労

働に対する意識は一定の方向で変化している。

その特徴は

①仕事自体に意味づけを求めようとする傾向

が顕著になっている。その内容は例えば「仕

事自体に楽しさやパフォーマンスの要素があ

ること」r仕事で自己が生かせること」をも

とに職業選択をしようとしていることに表れ

ている。結局働くことに誰にも左右されるも

のではないとの意識が明確になっている。

②働くことそのものに対する絶対的な価値観

としてあった「勤労は美徳」は変化している。

例えば1人並み以上に働く」「若い時は進ん

で苦労すべきだ」「働くことによって自分自

身の生活が豊かになるだけでなく社会の冨も

増す」等の認識は薄らいできている。

③仕事と個人生活との関係では，仕事も生活

もと両立を考えるようになっている。仕事中

心にエネルギーを注ぎ，個人生活を顧みない

という意識はなくなり，両方ともに熱心にな

りたいとの傾向が出ている。また個人生活を

発展させて社会との拘りを志向したい意思も

強くなっている。

④組織と働き方の関係では，管理職・役員へ

の上位志向よりも，専門的な業務で評価され

る方がよいとか，同一企業で職業生涯を全う

しようとする意識が低下している。

　このように，あらゆる意識の面で自分（あ

るいは個人）を大切にするという正直な気持

ちから働くことを見つめ，「自己実現」→「私

生活重視」→「社会的な貢献」へと考え方を

広げていく方向にある。

　労働の成熟化傾向を検証するには，この典

型的な意識変化の断面をどのように見るかに

なってくる。新しい価値観形成が新しい価値

創造の源泉であり，新しい職場づくりはこの

意識をどのように咀噛するかにかかってくる。

それは従来型の職場組織や職場管理では対応

し切れない，逆に問題を引き起こし兼ねない

ものであり，だからといって個を大切にする

余りシステムが組めなくっては，世界的な企

業競争が難しくなる。

（4）雇用関係と働き方

　職業選択の意思から，雇用の内容まで変化

が激しい。職業選択は企業のイメージと職場

環境，労働条件をそれぞれうまくバランスを

とって判断し選択基準にしている。特に3K

の言葉に代表されるような仕事の内容は忌避

される。雇用の形態は新規学卒者の一括採用

方式で，期間の定めのない契約が中心になっ

13一



ているが，そのシェアは低下しており，随時

採用・入社，中途採用・入社，出向・転籍，

派遣契約等々雇用形態も雇用契約関係におい

ても様々あり，それが同じ職場で混在する形

をとっている。このように雇用構造が錯綜し

た中では，働き方も一様ではなくなる。むし

ろそれぞれの特性が発揮され，それがハーモ

ナイズされることが最も適切であるというよ

うになっている。

　離転職の様子をみると，例えぽ若者では，

入社3年で大卒は1／3が，高卒では約半分

が離職する傾向が見られる。結局これら離転

職が多いということは，一方で職業に対して

自己を主張することであり，あるいは将来を

より良いものにしていこうとするチャレソジ

の表れとも判断できる。しかし逆にみれぽ職

業選択に際して確たるものがなく，現実にぶ

ち当って逃避のために離職することも多く

なっている。若者以外でもこの傾向は見られ

るところであり，雇用管理面で一番問題が出

てくるところといえよう。

（5）職場の構造変化と働き方

　今職場そのものがダイナミヅクに変化し

て，今後はもっとそれが激しくなる。労働の

あり方はこの職場の変化に一番影響され，設

定される。

　これは個別産業の存立自体が問われたり，

方向転換を求められるいわゆる産業構造改

革，産業構造の高度推進が着実に起こってき

ているからである。この働きは少なくとも21

世紀初頭までは絶えず激しい変化があると判

断されている。

　これら構造変化は，職場構造すなわち職場

組織，職務・職種構成，要員，場所，働き方

等について転換を進めることになる。その申

身について列挙すると

①就業構造の増減でみれば，産業関連サービ

ス，生活関連サービスが増加し，流通・運輸

等が減少する

②職種構成の変化は，知識・専門的従事者が

著増するが，管理的職業従事者，販売従事

者，技能工・生産一1二程従事者が減少する

③職務構成は，ファクトリーオートメーショ

ンが深化し，コンピュータライゼイションが

進展するriiで，ハード対応・ハード管理の職

務から，よりソフト的，サービス的な職務に

ウエイトが移っている。

④職場組織は，がっちりとしたピラミッド型

から，改廃・再編成等組織活動そのものが柔

軟で，職位階層の少ないフラット型になる。

　この職場構造の変化の中での働き方として

は，高いモラールが求められ，仕事の明確な

口標設定が求められ，能力の開発を絶えず求

められ，個性が求められ，社会性や国際性が

求められ，企画力や決断力等が求められる等

従来の集団一括管理の中の同一性を旨とする

働き方とは違ったものが要求されている．

2．労働の成熟化と経営理念づくり

　労働の成熟化は企業の在り方に何を提起す

るか総括してみる。

　結論からいえばこれからの経営の理念とし

ては人間中心（尊重）の経営と長期的視野に

たった経営を掲げ，変化に柔軟に対応するダ

イナミックでチャレンジングな創造性豊かな

企業経営を目指すことになる。

　人間中心の経営は，従業員個人の主体性を

尊重しながら企業や職場全体との調和を図る

ことである。個性を尊重する姿勢から新技
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術，経営手法の開拓が可能になり，創造的経

営の土壌が培われる。

　集団と個人との関係については，従来，と

もすれば集団の価値・意思が優先され，個人

が集団に埋没してしまうとの批判があった

が，これからは多様な個性を確立した個人を

凝集力のある人間集団に組織するという方向

に，人間集団の理念を深化させる必要がある。

　人事労務管理面では従業員の個性と創造的

能力を引き出す工夫と同時に，従業員のニー

ズに即して多様な選択肢を用意することが必

要になる。そのためには企業での能力発揮が

見たされなかった場合，働く個々人の能力を

社会全体で活用するために，企業を超えた横

断的な労働市場を育成し，人材の流動化を

図っていくことも視野にいれていかなけれぽ

ならないだろう。

公設委員

婦人少年問題審議会委員

勤労者財産形成審議会委員

中央家内労働審議会委員

東京都労働基準審議会委員

主な著書

「福利厚生運営のポイント」（日本労働協会）

「柔構造化迫られる雇用管理」（労働新聞）

「企業福利政策の新展開」（企業研究会）他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

〔筆者紹介〕…荒川　　春（あらかわ　しゅん）

生年月日

昭和18年2月16日

最終学歴

昭和40年3月　学習院大学政経学部経済学科卒業

職　　歴

昭和40年4月　日本経営者団体連盟入職

　　　　　　　労政部給与課勤務

昭不日48年4．月

昭和56年10月

昭和62年4月

昭和63年6月
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平成5年5月
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労務管理部労務管理課長

労務管理部次長

政策調査局賃金労務管理部次長

勤労者共同賃貸住宅事業協会準備

会事務局次長（兼務）

政策調査局労務管理部部長

勤労者共同賃貸住宅協会事務局長
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日独金属労組共同プロジェクト

　　　　　　　　　　　　　　　から得たもの

夢 全日本金属産業労働組合協議会

　（IMF－JC・金属労協）

事務局次長森　 敏雄

　依頼されたテーマは，「産業・労働の成熟

化」を踏まえた今後の労働の姿を展望するた

めの材料として，標記の内容を語れとのこと

である。

　私は「成熟化」を「国際化」に読み変え，

これを中心に述べてみたい。

〈「プロジェクト」発足〉

　金属労協（IMF－JC）とドイツ金属労

組（IGメタル）は，1991年より両組織の

トップ層が直接話し合う二国間の定期協議を

毎年開催している。第1回，第2回ともシュ

タインキュラー会長（当時）から，長時間労

働とリーン生産方式を背景とする日本の生産

拡大主義が「失業の輸出」を生んでいると厳

しく責めたてられた。「リーン生産システム」

という言葉は，米国の大学であるMITが自

国の産業活性化の刺激策として，まとめた研

究報告書の中で，自動車産業におけるジャス

ト・イン・タイム（JIT）などの生産シス

テムを表すものとして使っている。リーソ本

来の意味は，肉を削いだやせっぽち，あるい

は筋肉質なもののこと。

　この報告書やリーン生産方式の専門コソサ

ルタンbの指導内容の中には，労働組合が明

確な姿として存在しない。これがドイツの経

営者と組合にある種の先入観と疑惑をもたせ

る事につながっている。

　例えば1991年3月のIGメタル執行委員会

の文書には「日本の弱体な労働組合と規律あ

る労働者群による劣悪な労働条件下でのリー

ン生産方式」という表現がある。生産システ

ムに限らず当事者である日本の労使，とりわ

け労働組合からの海外に向けた発信は少ない。

これでは労働そのものに関わる労組の考え方

や労働条件決定のメカニズムが見えない。正

確な理解はいうに及ぼず，労働組合の連帯を

築くうえでも大きな障害となることは明かで

ある。

　現実には，市場経済の中で「リーン」と称

される日本の生産システムは，欧米において

も経営者にその効率性を中心に評価され，導

入されつつある。

　今年6月ドイツの3工場を現地調査してき

た。その内の極端な例であるが，GM系列の

アダムオペルが，旧東ドイツ地域に建設した
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アイゼンナッハ工場は，調査メンバー全員が

日本の工場のようだと感想をもらした。グ

ループ作業はもちろん，事務・技術の大部屋

方式，「5S」から生産管理の情報システム

までそっくり同じであった。日本の生産シス

テムがアメリカのNUMMI・TMMを経た上

で，GMの戦略の一環にのり，アダムオペル

を通じて新しい方式を受け入れ易い旧東ドイ

ツ地域に出現したと言える。その他旧西ドイ

ツ地域の工場にも濃淡はあるが，「リーン生

産方式」の一部は採用されている。

　こうした状況を踏まえ1992年，日独金属労

働者の労働条件や生活嫁を明らかにするため

の「労働・生活条件比較」そして「生産方式

比較」をプロジェクトのテーマとして，約2

年におよぶ共同作業を開始した。

〈労働・生活条件比較〉

　日本の労働条件決定機構は，単純化してい

うと決定主体である企業労使によるミクロの

成果が積み重なって，日本全体の労働条件を

形成する「ミクロ積み上げ型」の方式である。

一方，ドイツは企業運営にあたり労使の共同

決定を定める法律に加え，地域・産業・職種

ごとのグループ別賃金を決める横断的な労働

協約によるマクロの成果にてらしながら，事

業所毎にプレミアムが追加されていく「マク

ロ展開型」の方式である。内容的には幅のあ

る労働条件，即ち企業間格差などを持つこと

は共通しているが，労働条件のスタンダード

を協定化できる点において，高位平準化や規

範的効力の差は大きい。

　こうした点を踏まえて「労働・生活条件比

較」では，その決定機構や結果としてのマク

ロ労働経済指標，ミクロの企業別データと家

計実態を比較対象とした。

　内容については，共同プロジェクトの中間

報告（「’93年12月発行」）をご参照頂けたら

と考え，ここでは割愛する

〈生産方式の比較〉

　両国の労働観やその変化にも触れるため，

日本の生産性向上運動と人間尊重（現場主

義）の考え方，ドイツの「労働の人間化」や

新しいコンセプトの導入状況などを明らかに

した上で，自動車産業における具体的な生産

・ 人事組織の情報を交換し，働き方を含めさ

まざまな角度から調査した。

①〈グループ作業〉

　具体的な生産方式の比較の中で，最近導入

しつつある日本的な生産システムのうち，現

場組織の組編成に新しい可能性をみいだした

ことが報告された。

　伝統的なマイスター制度から，チームワー

クによる参加，そして自主決定を重んじ，

「労働の人間化」に向けて取り入れつつある

「グループ作業」が興味を引く。日本と異な

るのは作業長（職制）ではなく，選挙により

選ばれたスポークスマンがメンバーの意向を

聞き，作業の持ち場を時間や日単位で決める

自主運営方式である。

　同一作業工程を繰り返す単純作業の連続を

避けて，複数工程の受け持ちやより難易度の

高い仕事への動機付けを促すドイツ的多能工

制度にもチャレンジが始まっている。現実に

ベンツのある工場では，一人の作業者が2分

タクトのラインで5工程（5人分）を受け持

ち，10分サイクルで仕事をするケースもある。

但し賃金制度の見直しが伴わず，全員が多能

工となる動機付けはかなり難しいようだ。
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　日本の多能工の概念は新しい職種・設備や

状況変化に柔軟に対応する能力・動機付けを

教育し身に付けることであり，考え方は似て

いる。しかし，現実の作業では，テーラー主

義からの脱出という点で，今後ドイツに学ぶ

事も多そうである。

　また，同時に改善や提案という考え方につ

いても，ドイツに浸透し始めており，報償金

のレベルも非常に高いものを設定しているこ

とが分かった。残念なことにという表現は不

適切かもしれないが，グループ作業のドイツ

における導入率はまだまだ低く全体としては

10％程度である。（但し，GM系のアダムオ

ペルは100％である）

②〈過剰生産能力と魅力ある産業〉

　今後，対処していかなければならない大き

な課題として，世界的な「オーバー・キャパ

シティー」の問題がある。

　ドイツ側は設備投資について既設工場の近

代化を優先して行うべきであり，雇用の不安

に結びつく効率の高い新鋭工場建設反対との

論をはっている。

　日本側は，労働時間短縮や魅力ある職場づ

くりのためには，有効な手段であるとし，両

組合の考えには大きな相違があった。しかし

ながら，結果としての生産能力過剰の可能性

と雇用に関する懸念は否定できないとの認識

は一致している。

　自動車産業を魅力あるものとするために

も，人間尊重を再認識する中で，新鋭工場の

建設を促してきたと説明してきた私としても

念願がかなって，本年4月末，IGメタルの

メンバーに新鋭工場の現地調査をしてもらう

ことができた。それらの工場は自然環境との

調和を図りつつ，働く環境の快適化を狙い，

オートメ化や，作業工程に多くの工夫が見ら

れた。とりわけ，トヨタ九州においては，組

立ラインにバッファー（在庫）を持たせ，自

主性と達成感を向上させるため，25人程度の

組単位のグループ作業とするとともに，高齢

者や女性のライン作業を可能とすべく，重筋

作業の解消や深夜勤務を含まない連続2交代

制を導入している。ドイツのメンバーから

は，新しいトレンドが生まれているとの評価

を受けた。

　しかしながら，トヨタ九州のコンセプト

は，「労働組合も関与しながら50年のトヨタ

の現場や技術者の英知を集めたもの」という

説明に，IGメタルのメンバーはドイツで報

告したら必ず「日本の労働組合の意見は何％

採用されたか」と反問されると言うのである。

日独労働組合の活動や役割の違いによる疑問

か，あるいはその力に対する不信の投げかけ

か。

〈共同プロジェクトの今後〉

　日本は今，労働運動の転換期にきている。

国際競争のなかで，ややもすると軽視されか

ねなくなっている人間尊重の概念を再認識

し，産業活動との調和を目指し，新しい労働

政策と労働条件向上のあり方を主体的に考え

て行くべき時が来ている。これは生産現場の

みならず，管理職を含むホワイトカラーにも

あてはまる。産政研の言う産業・労働の成熟

化の中での課題と一致するのではなかろうか。

　一方で，日本的生産システムや労働方式が

その製品の競争力とともに世界へ進出してい

る現在，労働政策における「国際化」を考え

て行かなけれぽならない。

　私は5年程前，労働組合の役員としての夢
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を語れと言われた時，歴史の一時期，繁栄を

誇った国として，60年代のアメリカが自由で

快適な「アメリカン・ライフ」を世界の人々

に伝えたように日本も何かを残したい。その

中に，日本的労働システムがあって欲しい，

と答えた事がある。

　それはもちろん，アメリカのMBA取得者

がトップダウンで指示するような労働システ

ムでなく，人間尊重と現場（職場）中心主義

のもと，ボトムアップで運営されていく労働

システム，これを正常に機能させる組合の活

動を前提とした労使関係を意味している。し

かし，これも日本の産業・労働の成熟化の中

で，もう一度見直し，世界に受け入れられる

形にブラッシュアヅプしなければならない。

　口本企業の進出は多いが，現地の文化・社

会・労働の面で適合する労使関係を築くこと

は容易ならざる事である。現地の労働組合・

従業員としても，日本の労使関係の中から，

世界のスタンダードなもの，特異なものを見

分ける事は困難である。スペインの金属労組

は今年5月に大議論の末，rJIT」や「グ

ループ作業」を認めた。スペイン進出の欧州

メーカーが消化した形で伝わっており，発生

地の口本において労使の意見を聞きたいとの

要望があった。こうしたケースについても共

同プロジェクトの成果は理解促進に役立つと

思う。

　当事者が語るというこのような試みを他の

二国間，アメリカやアジアを含めて積み重ね

て行くことが労働版ODAの実践であるとと

もに，“夢”に近づくことだと信ずる。

〔筆者紹介〕…諜　　敏雄（もり　としお）

現　　職

JC事務局次長（企画局産業政策・賃金担当）

生年月日

昭和29年4月7日生　岐阜県出身

現住所
東京都（現在単身赴任中　家族は名古屋在住）

略　　歴

昭和52年4月　トヨタ自動車工業㈱入社

　　　　　　　（現　トヨタ自動車）

昭和59年9月　全トヨタ労連企画部長

昭和63年9月　トヨタ自動車労組産対局長

平成1年11月　連合愛知副事務局長

平成4年7月　連合愛知事務局長代行

平成4年9月　IMF－JC事務局次長（現）
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［麟 研究員レポート

日本経済の成熟化と
　　　　　　　　　　　　　　勤労観

　南山大学経営学部

教授藤　原　道　夫

1．経済社会の変化と勤労者の意識

　ここ20年の間に社会にも経済にも大きな変

化が起きた。勤労者の考え方や勤労観に変化

は生じていないのだろうか。経済が成熟した

段階での日本の勤労者の意識は，今までに観

察されていた意識と変化はないのだろうか。

　選職行動，離職，あるいは欠勤などの行動

の面で大きな変化が表れないと，意識の変化

という事柄には関心がわきにくい。観察しや

すい行動の変化が起きてはじめて意識の面へ

注意が向けられるという傾向がある。

　企業組織の中で働く勤労者の像についても

過去変遷があった。テーラーの時代，メー

ヨーの人間関係論の時代，そして行動科学の

時代のおのおのは，異なった勤労者の像を想

定している。日本においても，戦後に時代を

限っても戦後の混乱期，高度成長の時代とそ

れぞれ異なった勤労者の縁を持っていると言

える。

　オイルショックがあってからすでに20年経

過し，その間に労働についても大きな変化が

あった。高齢化，高学歴化，ME化，フロー

型人材大量進出，女性の進出，ホワイトカ

ラー化，国際化など列挙していくと，高度成

長期の工業化社会から情報化社会への大きな

変化が労働の分野でも進展してきたことが明

確である。少なくとも，高度成長期に確立し

てきた雇用に関する慣行の多くが見直されて

いる事情は明らかであろう。

　この20年の間に，勤労者の意識には変化は

なかったのだろうか。日本は徐々に成熟社会

に入っていくと考えられるが，この成熟社会

の中で組織の中で働いている人々の勤労観

は，現在までの勤労観と変化がないものなの

だろうか。

2．勤労者の意識と経営システム

　勤労者の意識を重視する理由は，経営シス

テムの設計が従来通りでいいかどうかを決め

る必要があるからである。ここで，経営シス

テムというのは，意思決定の方法や，組織内

でのコミュニケーションの仕方，あるいは処

遇の仕方を示す。

　現在勤務している会社に定年まで勤務し続

け，持ち家や老後の蓄え等の財産を形成し，

一 20一



子供にも教育をしていくという安心感がある

場合には，会社に絶対的に同一化していくこ

とになるだろう。また，この場合には経済的

な安定と安心とが，個々の従業員にとって大

事な価値でもある。

　しかし，会社とある程度の距離を自覚した

場合には，従業員は経営システムの変更をも

求めるようになる。例としてあげれば，外国

の口本企業の現地法人で雇用されているホワ

イトカラー現地人社員や日本で雇用されてい

る外国人専門職従業員が，抱いている不満が

ある。つまり，社内でどのように意思決定が

なされているか明示してほしいという要望で

あり，重要な情報についてはきちんとコミュ

ニケーションをはかってほしいという要望に

つながってくる。また，従業員自身の要望と

して，自らに関心する人事考課の内容につい

てはその大要でもきちんとフィードバックし

て貰いたいということにもなってくる。

　つまり，従業員の意識が変化した場合には

経営システムそのものをも変化させる必要が

あるということになる。これは現在までのと

ころ外国人に典型的に見られるが，日本人に

ついてもこのような要望が強くなってくるこ

とは十分予想される。また，実際にそうなっ

てきている。

3．生活者の「こころ」

　現在までに，日本の勤労者家庭に表れてき

ている変化を重視しなくてはならない。形の

上で重要な変化は，核家族がごく普通のこと

になり，また一家族あたりの子供の数が少な

くなったことである。さらに，核家族であ

り，妻の就労もごく普通のことになっている

ことも指摘しておかなくてはならない。

　さて，上記の核家族で大事なことは，財産

を形成することであり，また子供に可能な限

りの高度の教育を与えることである。そうす

ると，何が幸せなことであるかということに

ついては経済的な価値しか社会的には定義で

きないことになる。

　経済的に価値を離れた「しあわせ」につい

ては社会的にも定義できないし，核家族の中

でも定義できないという状況にある。自己実

現されている状況については，各核家族の内

部で定義できることが望ましいがそれはでき

ない状況になっている。

　また，女性配偶者の就労は女性に大きな負

担を強いることになり，生活時間調査や生活

満足調査をした場合に女性雇用労働者が自由

時間においても大きな負担を行い，生活上の

大きなストレスを受けているという結果を招

いている。

　労働するだけでなく生活もする勤労者のし

あわせとはなにかという問題については，未

だにきちんとした解答はないようである。

4．勤労者意識を変化させる要因

　勤労者の意識は世代的にも変わるものであ

るし，また実際に仕事をすることによって変

わるものでもある。

　会社に入る前にすでに前の世代と比べると

変わっていると考えてもいい面がある。この

ような世代論はなかなか実証されにくいもの

ではあるが，家庭の状況，教育の状況，入社

の状況を考えると世代によって差があっても

不思議はない。

　入社までの状況に万が一にも差はないとし

ても，会社の労務管理の状況に応じて異なっ

た意識が生じてくる可能性は高い。つまり，
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入社後たとえば2・3年の経験が，その人の

勤労観に影響をあたえるような場合である。

こういう例では，世代的な影響というよりは

その人が入職したときの経験が大きな影響を

与えていることになる。

5．勤労観の変化

　具体的な勤労観の変化の中身はどのような

ことになるのだろうか。

（1）勤労者の「しあわせ」への確信の低下

　家族のために経済的な安定と向上をはかる

というしあわせの追求への確信が低下してい

くことになる。安定と向上とは重要ではある

にしても，それだけでは「しあわせ」につな

がらないという疑念が多くの人々に共有され

ることになる

　しかし，企業社会の外からも中からも，こ

の経済的な安定と向上に代わる価値は主張さ

れない。したがって，人々はこの価値をめざ

すが，経済的な安定と向上があるからといっ

て「しあわせ」ではないことは明らかなので

ある。

（2）明確なコミュニケーション

　組織の中でどのように意思決定が行われ，

どのようなコミュニケーションがなされてい

るのかということについて，従業員の関心は

ますます高まっていくだろう。組織への絶対

的な同一化がはかられないのだから，相対的

な同一化をはかるしかない。そして，相対的

な同一化は言葉と論理に基づくのだから，明

確なコミュニケーションへのニーズはますま

す高まっていくだろう。

③　利害の対立

　パイの拡大ということにより，明確になら

ずにすんでいた利害の対立は徐々にはっきり

してくる。たとえば，若年者と中堅者，ある

いは中高年者との間に明確な利害対立が生じ

てくることになるだろう。

　この利害対立は簡単には解決がつくような

性質のものではなく，組織の経営システムの

設計そのものをも再考慮する必要が生じるよ

うな性質のものである。

6．人事労務管理の方向

　日本の勤労者がこれから持つと考えられる

勤労観の中身とそれに対応する人事労務管理

の概要を最後に考えることにする。

　絶対的同一化が成立しない状況の下では，

言葉と論理による説得が重要になってくる。

これをきちんと議論することが人事労務管理

の出発点ということになるのではなかろうか。

たとえば，人事部の有する人事権の中身自体

も，それは人事部の管轄なのかラインの管轄

なのかということを明確にしなくてはならな

いだろう。

　第二次世界大戦後に一般化してきた人事労

務の慣行（たとえば，職種間の平等主義な

ど）についても，一つ一つ確認して今後も残

していく必要のあるものなのか否かを明確に

していかざるをえない。

　働く人々の勤労観が大きく異なるのなら

ば，経営システムも大きく異なるようにしな

くてはならない。情報化社会の人材嫁を即す

るように人事労務管理の基本も変更させてい

かねばならないのである。

　　　　　　【（財）中部産政研　研究員】
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21世紀の日本の姿

成熟化社会のむこうに一

1．今日本の置かれた立場は
　　・経済成長頭打ち
　　・価値観の多様化

　　・急速な高齢化

　　・国際化・

　　　　グローバリゼーション

t90

敗

戦

復

興

高
度
成
長

安
定
成
長

低

成

長

長い労働時間
高い物価、狭い住宅

長い通勤時間

受験戦争etc

先進国キャッチアップ完了

GNP世界2位、
輸出大国
大幅貿易黒字etc

十

　　地球規模の諸問題

人口爆発，食糧不足，資源枯渇，

エネルギー危機，地球温暖化，オ

ゾン層破壊，酸性雨，熱帯雨林の

減少，砂漠化，海洋汚染，有害物

質の越境移動等環境問題

2．21世紀の日本に求められているもの

1　有数の先進国としての地球規模の諸問題への対応

2． 国際相互依存関係の下での開かれた市場経済システムの確立と国際協力

3A経済規模とバランスのとれた豊かな国民生活の構築＝ゆとりと多様性
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1．直面する地球規模の諸問題

世界人ロの推移と将来予測（中位推計）
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　1992MlTメドウズ教授らの報告
　　　　　　　　「限界をこえて」より

　「人間が必要不可欠な資源を消費し，汚染

物質を産出する速度は多くの場合すでに物理

的に持続可能な速度を超えてしまった。

　物質およびエネルギーのフローを大幅に削

減しない限り，1人当りの食糧生産，および

エネルギー消費量，工業生産量は，何十年か

後にはもはや制御できないようなかたちで減

少するだろう。

　人口爆発，資源枯渇，食糧不足，エネル

ギー危機，地球環境問題などの地球規模の諸

問題を解決できなければ，経済成長どころか

人類は存続さえできなくなってしまう。

（出典　経済企画庁　地球化時代の世界と日本）

世界のエネルギーの長期推移
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資源エネルギーの大量消費国として 世界のco，排出量見直し（炭素換算百万t）

「持続可能な開発」の実現

　　　　にむけて大きな責任

co

排
出
量

省エネルギー・

　環境保全技術の先進国として

温室効果ガス別温暖化要因

（出典　経済企画庁　技術と産業の新たなる挑戦）
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2．国際相互依存関係の下で

1 開かれた市場経済システムの構築

　日米包括通商協議の中での最大の課題が市場開放と規制緩和であることからもわかるよう

に，海外の目から見て，日本の市場は必ずしも開かれているとは写っていない。個別の事案に

関してはいいがかり的な面もあるが，しっかりとルールを明文化し，非関税障壁と言われるよ

うな面はなくしていかなくてはいけない。

　また図表からもわかる通り，規制品目については明らかな内外価格差が生じており，対外関

係のみならず国民の生活向上のためにも，規制緩和が必要になる。

日本の地域別輸出額（財のみ）の推移
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　　2　途上国に対する開発援助と国際協力

　日本のODAの総額はアメリカと並んで大きな額になってきている。

　東海道新幹線建設の頃はODAの受け手であったことを考えると文字通り，日本の成長を実

感できる。

　これからの21世紀を考えるにあたり，日本は経済大国としても，また，地球規模の課題解決

のためにも途上国の発展，技術移転に重要な役割を果たしていく必要がある。

　今後は政府による資金面の援助のみならず，人的側面や，民間レベルでの国際協力が重要に

なってくる。

主要先進国のODA供与額
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3．豊かな国民生活の構築

　1　精神的なゆとりの持てる社会

　1）職場・家庭・地域それぞれの生活のベストミックス

家庭　”・　　　　　　　　　　　　　　　　家庭

　　　職場生活に占める時間を少なくし，家庭，地域・社会に配分を

　2）心のよりどころとしての家庭・家族

　　　　　　収入の安定
　　　　　（経済的要因社会的信用）iiiiillli）））騰鶉

　　　　　（社会的要因）

　家庭生活での精神的な「ゆとり」

　　0　　　10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80　　　90　　100（％）

域
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地

社

（出典　関西生産性本部

　　一28一

　　　　■感じない

　　　　■どちらか嬬えば感じない

　　　　口どとらとも言えない

　　　　囲どちらかと言え臆じる

　　　　團感じる

「在庫と時間の主人公をめざして」1991．7



2 高齢者や女性が安心して活躍できる社会

1）多様な働き方が選択できるように

　高齢者も女性も仕事に対しての意欲は，非

常にあるものの，実際に働くとなると，体力

や家庭の事情などでフルタイムでは働けない

場合が多い。

　今後生産年齢人口が減っていく中で，働け

る人，働く意志のある人には，短時間でも働

ける仕事といった働き方のバリエーションを

増やす必要がある。

2）働くことがメリットになる制度を

　税制上の扶養認定収入限度額や年金と雇用

保険の二重支給などの問題にとどまらず働く

ことに喜びを感じられるような制度を

高齢期にも仕事をしていたい理由
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（出典　内閣総理大臣官房広報室

　　　「高齢期のライフスタイルに関する
　　　　　　　世論調査」平成元年9月）

今の会社での職業継続意志（女性従業員）
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4．再び地球規模の課題に対して

生命論パラダイムへの転換を

　従来は自然や地球や環境というものは科学技術によって克服されるもの，

すべきものとしてとらえられてきた。

　しかし，人間の存在が地球に対し，これほどまでに大きなものになってく

ると，先のMITメドウズ教授の指摘にもあるように物理的に地球自体が支

えきれない存在になりつつある。地球にとって人間は，人間にとってのガン

細胞のように大増殖し，猛威をふるい地球自体を死に追いやろうとしている。

　地球そのものをひとつの生命体としてとらえ，その中で生かされている人

間という自覚を持たねぼならない時代になってきている。

参考文献

　生命論パラダイムの時代

　日本のODAをどうするか

　こころの地球儀

　個の実現を支える新たな絆を求あて

　2010年への選択

地球化時代の世界と日本

持続可能性への挑戦

技術と産業の新たなる挑戦

個人・企業・社会の現在と将来

生活大国5力年計画

日本総合研究所編

渡辺利夫，草野　厚

柳谷謙介

経済企画庁国民生活局編

経済企画庁総合計画局編

　　　　〃

　　　　〃

　　　　〃
生産性研究所

経済企画庁

ダイヤモンド社

NHKブックス
サイマル出版会

大蔵省印刷局

　　〃

　　〃

　　〃

　　〃
（財）日本生産性本部
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中部の地域振興

交流のメッカを目指して
“ アクトシティ”

一
1994年10月誕生一 浜松市役所　文化振興部

　　文化施策課長

　恩　田　　　饒

1．はじめに

　浜松市は，東京，大阪の2大都市圏のほぼ

中間に位置し，人口56万人を擁する静岡県ド

第一の都市です。市域面積は254．5k㎡，南は

遠州灘に臨み，東は天竜川，西は浜名湖，北

は赤石山脈を擁した豊かな自然と，年間を通

じて温暖な気候に恵まれています。

　また，浜松市は，輸送用機械，楽器，繊維

の三大産業をはじめ，近年の光技術・電子技

術関連の先端技術等の工業を中心に，全国有

数の生産高を誇る農業，浜名湖周辺の観光な

ど各産業の旺盛な活力により順調に発展を遂

げてきました。

　そして21世紀に間近に迫った現在，豊かな

自然と優れた地理的条件を背景に，これまで

培ってきた産業活力と進取の気質に富んだ市

民性を活かし，国際化・情報化の進展，新た

な技術革新の展開など時代の潮流に的確に対

応するため，個性豊かで活力のある都市「産

業と文化の調和ある豊かな人間都市」を目指

して，「高度な産業技術が集積する都市」

「人，物，情報が交流する都市」「世界の音楽

文化が薫る都市」づくりを展開しています。

　これら21世紀に向けた新たな都市づくりを

進める上で主要なプロジェクトが，浜松地域

テクノポリス計画，国際コンベンションシ

ティ構想，音楽文化都市構想であり，これら

構想の都心部での推進拠点がアクトシティで

あります。

　アクトシティは，浜松の顔として風格のあ

る豊かな都市空間を形成するとともに，音楽

・ 文化機能，コンベンション機能，研究・研

修機能などの高次な都市機能の集積を図り，

豊かな国際性と成長性にあふれる音楽・文化

・ 産業の複合的交流拠点づくりを進めるもの

であります。

2．アクトシティの開発

　アクトシティは，東海道本線の高架下をは

じめとする浜松駅周辺の整備など，本市発展

の長期的展望に立って，30年余りの年月を費

やして進めてきた駅周辺都市基盤整備のいわ

ぽ総仕上げというべきプロジェクトです。

（1）浜松駅周辺の整備

　昭和40年代の浜松駅周辺は，貨物ヤード，

一
31



機関区等の国鉄用地のほか，駅北側には倉庫

群，南側は中小工場，店舗，住宅が混在して

おり，市街地は東海道本線により南北に分断

され，慢性的な交通渋滞を引き起こすととも

に，健全な市街地形成を阻害していました。

　このため，浜松駅周辺の土地の有効活用と

均衡ある市街地形成を図るため，東海道本

線，遠州鉄道線の高架化と国鉄の貨物ヤード

の移転及び浜松駅周辺土地区画整理事業を同

時施行し，昭和54年東海道本線高架事業，昭

和60年遠州鉄道高架事業，昭和62年浜松駅周

辺土地区画整理事業が完工しました。

　また，駅周辺の土地利用につきましては，

市民の各界の代表者で構成する浜松駅周辺整

備計画協議会の提言や専門家の指導・助言の

基に，交通結接点としてのバスターミナルを

はじめとする駅前北口広場の整備と，これを

中心としての西街区を商業ゾーン，東街区は

行政・文化・業務ゾーンとして位置づけまし

た。

　西街区は，アクアモール，サンクンガーデ

ンなどの公共整備が進められ，昭和60年代に

はいって大型商業施設が集積するとともに，

第三セクターによるフォルテの建設，市街地

再開発事業などが進展し，大きな変貌を遂げ

ています。

　東街区は，開発に先立ち昭和61年度から昭

和63年度にかけて，地権者の旧国鉄及び国鉄

清算事業団から用地を取得するとともに，東

街区の土地利用・施設計画の検討や事業化に

向けての整備手法等の調査・研究を進めまし

た。調査に当たりましては，建築，都市計

画，コンベンション等の専門家からなる浜松

駅東街区施設計画専門委員会を設置するとと

もに，市民各界・各層の代表者からなる浜松

駅東街区整備推進協議会を設け，広く専門家

の提言や市民の意見を聴取し，昭和63年度に

「浜松駅東街区施設計画調査報告書」をまと

めました。

（2）浜松駅東街区開発事業提案競技の実施

　浜松駅東街区施設計画調査報告書におい

て，東街区の開発方針及び開発手法が位置付

けされ，この開発実現には，民間のもつ優れ

たノウハウや民間資金の活用などの民間活力

の導入，さらには，まちづくりの観点に立っ

た総合企画力が必要なため，開発手法として

「開発事業計画提案競技方式」を採用し，市

と民間事業者が協力して，官・民複合の一体

的開発を行うこととしました。

　この提案競技は，単なるデザインコンペで

はなく，建築（ハード）はもとより運営管理

（ソフト）までの一貫した事業計画のコンペ

であり，大きな特徴は，一体的な開発，事業

実施体制，運営管理計画について提案を求め

たことであります。

　提案競技には，3者の企業及び企業グルー

プが応募され，建築，都市計画，コンベン

ション等の専門家で構成する審査委員会にお

いて，地域振興，開発方針との整合性，地域

環境への適合性，建築計画，事業計画などの

面から総合的に評価され，第一生命グループ

案が「本事業の趣旨をよくとらえ，各事項に

ついて適切な提案がなされている。特に地域

環境にもよく適合し，かつ事業推進面におい

ても確実性が高い」として，入選案に選ぼれ

ました。浜松市は，審査委員会の答申を受け

平成2年1月，第一生命グループ案のアクト

シティ計画を入選案に決定しました。

　その後，基本計画，実施設計を進め，平成

3年8月工事着手に至っております。
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（3）アクトシティの概要

　アクトシティ　‘ACTCITY’のAは〈art＞

（芸術）〈acoord＞（調和）Cは〈communi－

cation＞（コミュニケーション）〈community＞

（コミュニテ1）〈convention＞（コンベン

ション）Tは＜technology＞（技術）〈total－

management＞（一体的運営管理）から命名さ

れたものであり，浜松駅側から音楽・文化の

交流ゾーンのAゾーン，産業・文化の交流

ゾーンのBゾーン，産業・技術の交流ゾーン

のCゾーンとその北側のDゾーンで構成さ

れ，区画面積は約4．3haであります。

　　　　　　　　　　　　　自㍊諜』幽

　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　へ　にポ
　　　　　　　　　　　　　　　欺
　　　　　　　　　　　　　　　　＼　潔解勤隔噌
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　璃冒幽■

（ア）施設内容

　Aゾーン（市施設）には，音楽文化都市を

象徴する音響の優れた1，030人収容の中ホー

ル，本格的なオペラやバレエ，歌舞伎などあ

らゆる舞台芸術に対応可能な日本初の四面舞

台を持つ2，336人収容の大ホール，また，国

際会議，コンベンション等に対応可能な，全

体で約2，000人の収容能力を有する大中小会

議室群のコングレスセンターを整備します。

『t 三：＝：＝

、儒鵡“

逮墜・

ttt，ル　陛宿

‘，ttts’”㎜川5　　　　　　　曙、暉1F

t｛亀　　レストラノ
le巳ltπ”JnJJt　　　　　　：11：

ホチル　スカイ，ウンジ
’σt川gr　Mlr　　　　　　’幽F

ぷ予巾　7tソトマス
Fl’川Sl　9’κ所io　　　　　　Lhjl

鵬1耐、＿　。『ノ

憩LIII「譜セ！7－　　　　　Lfif

’，，Ar7鱒削「階脚こゆ開川仔’r剛r「聞置｛欄，山「

t7fλ
r）tt’t¢・罰　　　　　　　　　　”卜L，71

仙1謡㌧i識，，

・舜三ル

”・輔’””て酬　　謬鴇
’〃’

。iヨ 講犠鷲

篇、二綴ぎ瀦「　　　fタミ

　　　1　ロ　　ロ’t　り

鶯離璽羅
　　　　戯農箋雲綿幹

　1翻淵編”1

．

「
鳳

『響

鷹ヱ
蕪1ム

噌「降兜齪恕ン9－YJ“llll”r卿聞’E町’r’lrt府t’i’，山’

　翻・
砺圃5簡脚

馬闇隔
　圓一5齎一『

2嗣噛罐隅隅師n冒「阿のh鯛

町瑠口P凶燗絢r

　凸1電　　　t飼紳t…

，認1，1：肱， 財蝦
、卜，↑帆障一噴

防蹴じン　F

9　　　　　　　　『　一　　　畦・画脳タ門
じのの

，；h‘　｛〆一　　　　　　　　　　　　　　嬬

コijl・　　イヘントth－ルニ

ε・な㈱”酬κ「f”「’｛副

　明，凋ρ朔　　帽

一盟πIT

》祭罐蜘∈）
k

禽）・．

四タ．壽瓢幽

繍て二⊇

／禰駅Hsmem∂「甜アe仰閥’eui’甑、

暴
㈹

ロロ

　
　
　
　
け

繕
鞭

㍊騰、
　み3〃冒H

ビ勤、ヒ魁
Meovin　　oetrv∂y

o

　　　　　　　　　　囲

　　　口

‘＝　＝　ロ

一 33一

口：コデッキ



　Bゾーン（民間施設）には，浜松のシンボ

ルとなることが期待される，地上45階，高さ

約212mのアクトタワーの建設を第一生命と

三菱地所が進めています。タワー高・中層部

には，最上階の展望回廊をはじめ，324室の

オークラアクトシティホテル浜松と，オフィ

スが，また，低層部は開放的なガラス張りの

ガレリアモールと飲食街，カルチャーやイン

フ。r・一メーション機能を一体化した商業文化

ゾーンを形成します。

　Cゾーン（市施設）には，見本市，展示

会，各種イベントに活用できる約3，500㎡の

展示スペースをもつ展示イベントホールを，

Dゾーン（市施設）は，特許情報をはじめ産

業情報の提供を行う産業情報室，研修交流室

等で構成する研修交流セソター，さらに，音

楽文化都市構想の一環として，公立では初め

ての楽器博物館と音楽セミナー室を整備しま

す。

　これら各街区の施設問や周辺地区とを相互

に連絡し，回遊性のある歩行者ネヅトワーク

の確保を図り，アクトシティの一体感をさら

に高める街区内共用施設として，街区北側

に，サンクンプラザ，ガレリアモールを，ま

た，浜松駅からアクトシティ東端にある公共

駐車場までピープルムーバー（動く歩道）を

整備します。また，建物の屋上は多くの緑や

彫刻等のアートワークを配置し，来訪者に憩

いの場や安らぎの空間となる緑豊かな立体公

園として整備します。

　さらに，街区全体の地下を中心に約1，200

台の駐車場を整備します。各ゾーンの地下駐

車場は，地下連絡路で結ばれ，一体的利用や

周辺交通混雑緩和に配慮しています。

　このほか，Cゾーンの地下には，アクトシ

ティをはじめ周辺再開発地区に効率的かつ安

全なエネルギーの供給を行う地域冷暖房施設

やアクトシティ全体の機械室，電気室を統合

化したユーティリティセンターを整備します。

聯購韓鞍蜘趨纏　　…

（イ）施設の運営管理

　多様な機能で構成され，かつ，市施設と民

間施設の複合施設であるアクトシティは，各

機能が有機的に連携し，相乗的効果が発揮で

き，民間活力や施設の特性を活かす一体的・

効率的・効果的な運営管理が必要であります。

　このため，市施設の運営管理組織として，

昨年7月に財団法人を設立し，市施設の効率

的な運営管理の検討やオープニング後の自主

イベントの開催に向けた本格的準備等を進め

ています。

　アクトシテnyの市の施設の運営管理につい

ては，アクトシティ浜松運営財団が中心と

なって，イベントの開催，コンベンションの

誘致など巾広い事業を展開していきます。

　また，オープンが平成7年4月になる楽器

博物館については，現在，収集した楽器を考

証し展示の準備を進めているところで，楽器

の街から音楽の街を目指す本市発展のルーツ

ともなる世界の楽器の変遷などが分かりやす

く展示され，親しみやすい博物館として運営

したいと考えています。
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（ウ）開催イベント

　現在予定している主な事業としては，ホー

ルの「こけら落とし」として，ロリン・マ

ゼール指揮によるコンサートを今年10刀に開

催します。このコンサートでは，市民合唱団

を交えてベートーベンの第九交響山を公演す

ることになっています。また，オープンを記

念する事業として，11月には，ポーランドの

ワルシャワ市との音楽文化友好交流協定を記

念したショパンフェスティバルや第二回口と

なる浜松国際ピアノコンクールを開催すると

ともに，平成7年3月には，イタリアのサン

レモ市との音楽文化友好交流協定を記念した

ミュージックシテ／フェスティバルを開催し

ます。

　この他，財団が独自に実施する事業として

パイプオルガンコンサートをはじめ，プラハ

オペラ「フィガロの結婚」，「ドン・ジョバン

ニ」やミュージカル「カルメンジョーンズ」

さらに，読売交響楽団コンサート，能公演な

ど，様々なイベントを予定しています。

　また，浜松産業フェアや全国ニューメディ

ア祭など，展示イベントホールを使用し，広

く参加を呼び掛け楽しめるイベントも計画

し，民間施設とあわせ賑わいのある施設とし

て運営していきたいと思います。

3．おわりに

　アクトシティ開発事業は，市施設，民間施

設あわせて，総延床面積約23万㎡，総事業費

約1，600億円余のビッグプロジェクトであり，

施設建設から運営管理まで一貫して，浜松市

と民間が連携・協力の基に進めていく，官民

一体となった共同事業であります。

　幸いこれまで事業は順調に推移し，平成6

年10月オープンを目指し，施設建設工事は急

ピッチに進められ，施設完成後の運営管理の

準備も着々と整いつつあります。

　今後とも，民間共同事業者との密接な連携

のもとに事業を展開し，市民に開かれ，世界

にはばたくアクトシティ浜松の誕生に全力を

傾注する考えであります。

〔筆者紹介〕…恩田　　饒（おんだ　ゆたか）

略　　歴

　1960年　浜松市奉職

　1983年　総務部広報課広報係長

　1989年　総務部広報課課長補佐

　1994年　文化振興部文化施策課長

　
で

鰹
弓
雛

　
　
舘
ー
垂
舘
轟
W
崩

一 35一



［懲 第2回公開講座講演要旨

「製造業のあり方」

主催（1

　

氏
牝大海

津
東
唐

　
授

　

教

☆モノ造りの重要性

　経済・産業を見る眼として大切なことは

データ的な裏付けである。昨年の日本経済は

GNPで460兆円，世界の15％にもなる。日

本の人口は世界のわずか2．3％で面積に至っ

てはわずかO．3％にすぎない。なぜ日本がこ

こまで成長して来たのか。実は，この日本の

強力な経済力の原動力はモノ造りで生み出さ

れる付加価値である。そしてそれを通じて培

われた技術である。よく重厚長大から軽薄短

小の時代になったと言われるが，日本の経済

力・付加価値をかせぎ出しているのは，依然

として鉄鋼，化学，自動車，繊維，窯業・土

製などであって，今もてはやされているソフ

ト・サービス業のウェイトはそれほど大きく

ない。すなわち日本が高品質な製品を効率よ

く生産するのに成功したからこれだけの経済

成長が実現できたのである。

☆資本財の輸出で世界との共存共栄

　今よく問題になる貿易黒字の中味を見る

と，従来の自動車，家電などの完成品を輸出

する国から部品，生産設備を輸出する国，つ

まり消費財から資本財の輸出国へと，日本の

輸出構造は，ここ数年間で大きく変った。

　米国企業復活の陰に日本企業ありと言われ

るように，米国の得意な分野と言われる高付

加価値商品の生産には日本の部品や生産設備

が使われている。モノをつくる場合，部品の

一
つでもまた，それを造る設備の一部分でも

二級品なら完成品の品質も二級品になってし

まうからだ。日本の資本財が世界中で売れて

いるのは，日本製の技術と品質が今でも世界

一
であるということの証であるし，資本財を

海外に輸出することによって海外で高い付加

価値をもったモノが造られる。そのような形

での，国際的な共存共栄体制ができつつある

と見ることもできる。

☆技 術

　一般に科学技術と言うが，科学の分野は新

規性，先見性が勝負であり，技術の分野は用

途開発である。そしてモノ造りは実現性，収

益性を追求する技術の分野に位置づけられる。

　そして，この技術には3つのステップがあ
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る。まず第1は何を造るか（開発），第2はど

うやって造るか（生産），第3はどうやって

売るか（販売）ということであり，大事なこ

とはこの三つの仕事をどううまく廻していく

かということである。

　さらに注目すべきことは，日本しか出来な

いものが増えていることだ。例えぽワープロ

などに使われ，今やジャンボジェット機にも

使われている平面ディスプレイは日本の企業

でしか造っていない。液晶パネル市場は日本

の独だん場になっている。これはもともと電

卓が電池をかなり食うということから出発し

て，液晶が実用化され，それが液晶テレビへ

と広がっていったわけである。原理は海外

メーカーも知っているが，つくれない。それ

が技術という分野での差である。すなわち技

術はノウハウの積み重ねであり，そのノウハ

ウはモノ造りの現場で全員が考える小集団活

動を通じて形成されていくからである。素形

材製品で一級品を造れるのはドイツと日本だ

けであると言われている。ドイツの強さはマ

イスター制度すなわち職人に支えられたもの

であり，日本は現場の創意くふうというか，

ある種の執念を持ってやっているところだろ

う。

　海外生産に際しても，ただ給料が安い渡り

鳥的な工場から，その国々の産業政策を考慮

した生産，さらには技術の分業構造へと移行

していくべきだろうし，そうすることが貿易

摩擦を回避することにもなると思う。

　次の問題は，どうやって売るかという販売

の問題である。これからの日本の製造業で大

切なのは，その会社でしか造れないものを作

ることである。

　例えばヤマハの音の出ない「ピアノ」と

か，小さな動力をつけた「自転車」など日本

の製造業は，もっと自信をもつべきだ。そう

したものを造れば売れるし業績も上る。

　今，日本の1人当たり個人貯蓄は744万円

（中央値）にものぼる。これが消費に回らな

いのは，世間で不景気だと言い過ぎているか

らにすぎない。

☆生き残りの道

　過去10年間で消費支出は1．5倍に伸びたが，

衣，食ではそんなに増えていない。今後10年

間の経済成長は年率3％程度と見込まれてい

る。これからは住居，耐久消費財などについ

ても消費者ニーズを先取した商品が売れる。

加えて，流通部門の簡素化，効率化が進展す

ればかなりのコストダウンがはかられるから

更に消費の拡大が促進されるだろう。また，

今迄遅れていた医療分野とくに病院などにも

稼働率の概念を入れれば生産性がぐ一と上

り，黒字経営に転換したケースもある。

　そのようにして，産業・社会全体の生産性

を向上させることは究極的には人間性の尊重

にもつながる。そしてそのための方策は①機

械化　②能力開発　③管理技術　④技術革新

である。すなわち，21世紀に向けて日本の生

き残りの道はモノを造り，付加価値を高め，

技術を研き，ノウハウの積み重ねにつきると

思うからである。

本稿は平成6年6月21日おこなわれた第2回公開講座の

講演要旨です。

　　　　　　　　　　　　【文責：事務局】
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口轟 第1回定例研究会講演要旨

産業成熟時代の分業関係

　最初にまず，自動車産業の生産・開発シス

テム全体が，今後21世紀にかけてどういった

形に変革されていくのかという一つのシナリ

オをお話しし，次にそれが部品サプライ

ヤー，購買システムにどう影響するのか，と

いうお話しをしたい。

1．生産・開発システムの変革

（1）バブル下での，問題の潜在化・対応の先

　送り

　’81年か’82年の頃に，日本でも生産量は

1，100万台の辺で止まるだろうから，これか

らは低成長に向けてのシステムづくりを考え

なければいけないということを言っていた。

ところがその後バブル経済によって200万台

上乗せがあったがためにその話が何処かへ飛

んでしまって，’81年，’82年頃にやっておか

ないといけなかった筈のいわゆる低成長型シ

ステムへの変革が，10年間棚上げされてし

まった。

　バブル絶頂期の’90年からそれが崩壊した

’93年，’94年ぐらいまでの動きを見て一つわ

かったことは，今のシステムをそのまま使っ

ていると，1，300万台つくると人が足りなく

　　　東京大学経済学部

助教授藤本隆宏氏

なる，1，100万台まで落ちるとキャヅシュフ

ローが不足してくるという，どちらへ行って

も天井にぶつかってしまうようなシステムに

なっている。しかも’88年～’90年3ナンバー

の車が飛ぶように売れたこの時代でも部品

メーカーの利益率は4％いってない。明らか

にここに問題が潜在化していたのである。

（2）逆キャッチアップする欧米メーカー

　開発のリードタイムでも開発工数でも，ア

メリカは完全に日本をターゲットにしてかな

り追い付いてきている。これは生産性につい

ても言える。勿論細かく見るとまだ完全に追

い付いたという話にならないが，差が詰まっ

ていることは明らかだし，ある部分では完全

に差がなくなってきている。

（3）求められる21世紀型システム

　問題は，追い付いた追い付かれたというだ

けのことよりも，むしろ足元にある。すなわ

ち，’90年に世界的に認められたリーンシス

テムは成長の持続を前提にしたシステムだっ

た。だから，この成長を前提とした部分につ

いては変えなくてはいけない。つまり一方で

は原点に回帰しながら一方では新しいものに

変えていくという，両方一度にやらなくては
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いけないということではないかと思う。

　そして，この新しいビジョンというか，21

世紀を視野においた形での新しいシステムは

対外的にもどんどん積極的に発信していくべ

きではないかと思います。

（4）バランス型リーンへの変革

　それではそのトータルのビジョンはどんな

ものか。

　長期的に見れば国内生産は明らかに内需が

中心になり，周期変動を繰り返す。その意味

ではある程度変動というものを想定したシス

テムに変わっていく必要があるということだ。

　それはバランス型のシステムに変ってくる

ということだろう。このバランスという意味

ですけれども，一つは，製品の競争力と生産

職場の魅力度との間のバランスをとること。

もう一つは，効率的な生産開発システムと，

従来やや無駄が多かった製品設計や販売プロ

セスとの間のバランスを是正することです。

今までやってきたある意味では人間重視の職

場づくりだとか，あるいはデザイン的にいう

とリーンなデザイン（設計）によるコストダ

ウンといったことを同時にやっていくという

ことです。

　キャッシュフローの確保という点では，既

にリーンになっている生産や開発の部分をウ

ルトラリーンの方へもっていくことよりも，

実はこれまでファットであった製品設計と

か，工場設計とか，あるいは販売方式とかの

ゼイ肉をそぎ落としていくということの方が

はるかに効率的なのではないかとも思います。

2．産業分業構造変化の方向

（1）密接な開発分業を前提とする日本の産業

　構造

　日本の産業構造は，アメリカに比べ比較的

内製率の低い自動車メーカーがあって，その

下に人数的にいうと1，000人を超えるような

規模でしかもエンジニアリング能力を持った

比較的少数の大手部品メーカーと，ある程度

加工外注的な部品メーカーが一次として存在

している。この内，数からいっても納入コス

ト面からいってもおそらく前者が7割以上

じゃないかと思う。そしてその下に2次メー

カー3次メーカーというような構造になって

いる。アメリカは2次3次という意識は比較

的希薄で，あまり技術力をもっていない小さ

なメーカーがローカルな形でたくさんいて，

この何千というようなメーカーと例えばGM

が直接取り引きをしている。基本的にはそう

した単層構造に近い形になっているというこ

と。しかもこの部品メーカーは日本でいうと

大体2次メーカー的なイメージで，必ずしも

エンジニアリング能力をもっていない。これ

はある意味では当たり前で，自動車メーカー

がエンジニアリングを独占していたからです。

②　日本的分業システムを採り入れつつある

　アメリカ

　日本の系列がけしからんとワシントン辺り

で騒いでいる。その一方では，日本のまさに

系列的なやり方をアメリカのメーカー自体が

学んできている。それを最もあからさまに

やっているのがクライスラーで，サプライ

ヤーを選別し重層的な構造をつくり始めてい

るしまた，集中発注化もやってきている。

　それから，部品メーカーの設計に部分的に

依存するという形での開発分担方式も，彼等

はシステム化してトップダウンで導入してい

る。クライスラーみたいなある意味で比較的

身軽な小さな会社だと，それがかなり即効的
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な効果を表わすというわけです。

（3）成長期に，開発競争を通じて培われた日

　本メーカーの統合力

　日本のメーカーと部品メーカーとの問の分

業関係は，大半は部品メーカーに設計をかな

りの部分依存する方式です。それから，まさ

にアメリカとの争点になるところですが，部

品メーカー間における競争のやり方は，アメ

リカの常識だと入札になりますが，これで

やっている日本のメーカーは少なく，日本の

場合開発コンペという方式が一番多い。つま

り設計の内容，開発能力という領域で競争す

るわけで，入札ではないから競争がないんだ

という話では全くない。こういったシステム

が制度化されたのはモータリゼーションの頃

で，自然発生的に急速に普及したわけです。

（4）好・不況の影響を最も受けやすい2次部

　品メーカー

　更に，産業構造を詳しく見てみますと，自

動車産業がピラミットになっていると言える

のは2次メーカーまでで，3次4次は浮動層

でどちらかというと身軽なんです。しかも自

動車メーカーからのコストダウン要求も2次

までで止まってしまう傾向があります。

　1次メーカーについては技術力があるし体

力があるメーカーが多いので，それなりの業

界再編成はあるかも知れないが，ガラガラと

音をたててというような大きな変化はないと

思います。むしろ一番打撃を被る恐れがある

のは2次メーカーではないかということにな

るわけです。

（5）避けられない構造調整，ソフトランディ

　ングに向けて早期の取組みを

　今まで培ってきたこの多層，重層型でたく

さんの部品メーカーが自動車メーカーの下に

いるという形は，極めて日本的な成長パター

ンの産物だったのではないかと思う。これは

やはりある意味ではモデルの多様化を伴う高

度成長時代の産物であったという部分がかな

りあると思います。したがって，そのまま温

存していくということは難しいかも知れない。

大事なことは，全てのメーカーをそのまま温

存する形で全体が生き残っていくことが難し

いのであれぽ，いかに早い段階でウォーニソ

グを出すかということだと思います．

　基本的にはリードタイムをたっぷり取っ

て，なるべくダメージを最小限にしながら変

えるべき部分は変えていくという事にしてい

かないといけない。それは21世紀に繋がって

いくシステムを考えていく上で，どうしても

避けて通れない事ではないかと思います。

（6）しなやかで強靱な，21世紀型リーンを目

　指せ

　超短期でいいますと，このまま際限なく不

況の泥沼に入っていくということではない

が，需要が盛り上がったらまたたちまち労働

力不足という問題が起こる。その辺のことを

すべて吸収できるようなシステム，すなわち

リーソ生産方式の強味はあくまでも残し原点

回帰をしながら，低成長の中での変動に対応

できるようなシステムをつくることは多分で

きると思うし，日本の自動車産業はそれだけ

の学習能力をまだまだ持っていると思う。だ

からその意味で，私は，超長期でいうと日本

の自動車産業についてあまり悲観的になりす

ぎない方がよいのではないかと思っておりま

す。

本稿は平成6年5月23日おこなわれた第1回定例研究会

の講演要旨です。

　　　　　　　　　　　【文責；事務局】
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口轟 第2回定例研究会講演要旨

「技量形成と雇用調整」

　　法政大学経営学部

教授小池和男氏

　口本経済が成熟化し低成長の時代には

ちょっとした需要変動が直接雇用調整に結び

つく局而を迎えつつある。こうした構造変化

の中でどのような方策があるのか考えてみる。

　これからの労使関係，雇用システムを考え

ていくうえで，技能・技量の性質，その形成

を一卜分考慮することが重要である。その意味

では従来の議論は技量の大切さをほとんど無

視した中でおこなわれており，今回の「産業

成熟時代の分業関係とグループ労連の役割」

は的を得た調査である。

1，知的熟練の重要性

　作業にはくりかえし行われる「普段の作

業」と，それとは別に「普段と違った作業」

つまり「変化」と「異常」に対処する作業が

ある。後者を効率良くこなすノウハウが重要

でそれを「知的熟練」という。

　「変化」への対応は段取り替えなどの「製

品構成の変化」，欠勤対応や不慣れな人を教

える「人員構成の変化」，作業の再配分など

の「生産量の変化」，立ち上がり時の「生産方

法の変化」の4つがあり，それに対応する技

一
41

能が重要である。

　不良品発生などの「異常」への対応には，

「その場で検査し，異常のあらわれ方の知識

経験」と「その原因推理には機械や生産の仕

組みの知識」が大変重要である。保全との分

業の問題もあるが，作業者自らが手を出し直

してみて覚えていくことが必要である。

　知的熟練の形成は容易ではなく大変時間が

かかる。その「主」なる方式は幅広いOJ

T，つまり経験の幅であり，問題処理の経験

もそれに含まれる。一方，「補」うものはOJ

Tの間に入る「短いOff　JT」で，機械や製品

の仕組みについての理論を学び経験を整理す

る。つまり経験の裏付けにする。

　OJT，実務訓練の重要性は，変化がいつ

どれくらい現れるかわからないため不確定性

の中での経験である。

　問題は十分に予知できない。またその職

種，部門，技術タイプごとに現れ方も異な

り，これへの対応が必要となる。

　高い技量を必要とするアメリカの弁護士を

例に考えてみると，長い専門教育を受ける

が，それでもその後の実務訓練こそが枢要で



ある。LAW　SCHOOL出身の成績優秀な人は

大規模法律事務所（ローファーム）に就職

し，アソシエイトで6・7年経験して，その

中のごく一部の人が雇用が保障されている

パートナーへ昇格する。成れない人は一般大

企業法務部へ行く。その意味でパートナー

は，ほとんど内部昇進であり，ひんぽんに移

動はしていない。

　必要な技量は法的知識，判例，専門調査，

一般的な判断である。ひとつの専門領域内で

さまざまな事案を担当し，前例のとぼしい事

案の調査ほど技量が高い。報酬はアソシエイ

トの段階は査定つき昇給である。パートナー

は前例のない面倒な事案，調査にもたえるよ

う純益をむしろ勤続で配分して支払う。知的

熟練は高い技量が必要なところに存在するわ

けで，内部昇進をとり，遅く高い天井まで長

期雇用を必要としている。

2．雇用調整の方式

　2つのタイプがあり雇用調整のコストが異

なる。その1つはアメリカのブルーカラーに

見られる「先任権（セニオリテー）方式」で

あり，もう1つは欧米のホワイトカラーや日

本など普通に見られる「希望退職方式」であ

る。先任権方式は勤続年数の短い，離職コス

トの小さい，若い人が中心である。その特長

は若く既修得技能が少ないため再就職しやす

く失業期間が短い。また，再雇用の優先権も

ある。ただ解雇人数が多くなりがちで技能形

成の出端をくじくことになる。

　次に，希望退職方式はドイツ型などに見ら

れる操業短縮など解雇前にあらゆる手段をつ

くす。また，退職金の割増し，企業年金の優

遇などもおこなう。西欧では年齢が高く60代

になってからで，コストは小さくなる。日本

の場合は働き盛りの50代に行なわれ本人に

とってはきびしくなる。

3．グループ労連の役割

　これはあくまでも試論である。組合員の財

産は長期勤続から得られる高い技量の形成に

ある。

　グループ労連はそのインセンティブ制度の

整備を図ってみてはどうか。「経験の幅」と

「問題処理能力を反映した」昇格基準と「報

酬の上限，下限」を設定した「資格制度のひ

な型」の基準作成である。その運川は各企業

毎におこなうものの制度の大枠・基準に関し

ては統一化の方向でいいのでは。雇用調整は

グループ内部での移動など解雇前に手段をつ

くす。また，政府に対しても操業短縮手当制

度を使いやすくするなど，自動車総連ととも

に行動する。

　やむをえず希望退職をつのる場合も労連と

しての大枠の規制と基準が必要であろう。

本稿は平成6年6月3日おこなわれた第2回定例研究会

の講演要旨です。

　　　　　　　　　　　　【文責：事務局】
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産政研だより

C94年5月1日～7月末までの主な活動）

5月23日

6月3日

6月21日

☆平成6年　第1回定例研究会の開催

　　　平成6年研究テーマを基本にし，“産業成熟時代の分業関係”と題し，東京

　　大学藤本隆宏助教授の講演を実施。参加人員50名。

☆平成6年　調査研究テーマ　第1回審議会の開催

　　　「産業成熟時代の分業関係とグループ労連の役割」について全体の議論。

☆平成6年　調査研究テーマ　第3回事務局会議の開催

　　　調査・研究の大枠スケジュールと企業ヒアリング調査について検討。

☆平成6年　第2回定例研究会の開催

　　　“技量形成と雇用調整”と題し，法政大学小池和男教授の講演を実施。参加

　　者45名。

☆平成6年　第2回公開講座の開催

　　　“製造業のあり方”と題し，東海大学唐津一教授の講演を実施。参加者65名。

6月24日

7月10日

　～

7月11日

7月19口

7月25日

☆第5回産政塾

　　　名和秀雄氏（岐阜名和昆虫博物館長）を講師に講義と博物館の見学。

☆第6回産政塾

　　　吉橋　博氏（トヨタ自動車堤工場工長）を講師に仕事と趣味の体験談。

☆平成6年　調査研究テーマの企業ヒヤリング調査の開始

☆季刊誌「産政研」No．23　SUMMERの発行

　　“産業・労働の成熟化”を基調にして夏号を発行。
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編集後記

　本号の基調を“産業・労働の成熟化”とした。

　最近，バブル経済崩壊の悪夢からしばらくしてやX落ち付きをとりもどしつつある今，あら

ゆる分野を「成熟化」という言葉で表すようになった。「成熟化」という意味は「十分に熟す。

十分に成長する。適当な時期に達する」ということである。例えば「柿が実り今一番熟して食

べ頃である。あの人は人間として成長して大人になった」というような熟語からはこのままで

いいような気もする。しかし，日本は果たして柿が熟するように円熟したのだろうか。経済・

産業そして雇用などあらゆる面に構造的歪みを内包し，しかも高齢化や社会資本整備の遅れな

ど将来に向けて解決すべき課題も数多く先送りされている。とすれば従来の延長を前提にした

発想から，低成長と成熟化に伴う循環変動を前提とした現実的な発想へ転換すべき時期である

と見るべきだろう。

　確かに，「産業・労働の成熟化」をモノ造りで考えてみると，今迄どんどん右肩上がりに成長

し，欧米先進国の水準に達し，物は有り余り，家庭ではこれは欲しいと思うものはほぼ手に入

れた。そこで消費者が更に目を向けてくれるように少しでも目先を変えた商品，製品を造るな

ど，今や達するところまで来たという感じだ。かつての3C（クーラー，カラーテレビ，自動

車）に代表されるような感動を与えてくれる物がなくなった。労働においても，労働条件の面

ではかつての所得倍増計画，週休2日制など欧米先進国に追いつけ追いこせといった皆の気持

ちを1つにする解り易く働きがいにつながる目標がなくなった。また生産においても急激に拡

大する需要に応えるために夜を徹して働いた時代から，ゆとり豊かさを求める生活者優先へと

変る時期になった。しかし，よく考えてみれば，日本にように資源の無い国が，経済・社会の

歪みや，将来に向けたゆとりある社会づくりを実現するためには，付加価値を生み出していく

より他にないように思える。

　最近，ドル安・円高が進み1ドル100円を割ってしまった。この調子で行くと国内でモノを

造って輸出するのでは，どう見ても採算が合わない。そこで海外へ生産拠点を移す動きが強

まっている。また，かつての自動車，家電などの完成品の消費財の輸出はどんどん減ってし

まって，それに変ってモノを造るための部品，生産設備の資本財の輸出が急増していると言わ

れている。こうしたことが，長期的に見て米国の空洞化の再来を招かないか。将来に亘り日本

のモノ造りのノウハウ・技術は世界の中で一級といえるレベルを維持していけるかどうか不安

でならない。

　今，大袈裟に言えば世界のモノ造りはミニジャパソ化しキャッチアップしてきているように

思える。日本の産業が世界の中で生き残っていくためには，常に一級品であり続ける技術が必

要であり，付加価値を高め世界に通用するモノを造り続けていくために今何をなすべきか，成

熟化という言葉に包まれた充ち足りた，いわばぬるま湯から上って，商品開発，労働，生産な

どのあらゆる面で従来にも増して真剣に考えていかなければならない時にさしかかっているよ

うに思う。

44一



編集・発行所

財団法人中部産業・労働政策研究会

〒471愛知県豊田市山之手8丁目131番地愛知労済豊田会館3F　発行日
丁EL　O565－27－2731　FAX　O565－27－2259　　　　　　　　　　発行人

印刷所　㈲第一プリント社　〒444岡崎市八帖北町16－　1　TELO564－24－1881

日25

郎

月

7
志

年
6
村

成平

梅

2539←塗6405……


	1994_023_産政研フォーラム_0001
	1994_023_産政研フォーラム_0002
	1994_023_産政研フォーラム_0003
	1994_023_産政研フォーラム_0004
	1994_023_産政研フォーラム_0005
	1994_023_産政研フォーラム_0006
	1994_023_産政研フォーラム_0007
	1994_023_産政研フォーラム_0008
	1994_023_産政研フォーラム_0009
	1994_023_産政研フォーラム_0010
	1994_023_産政研フォーラム_0011
	1994_023_産政研フォーラム_0012
	1994_023_産政研フォーラム_0013
	1994_023_産政研フォーラム_0014
	1994_023_産政研フォーラム_0015
	1994_023_産政研フォーラム_0016
	1994_023_産政研フォーラム_0017
	1994_023_産政研フォーラム_0018
	1994_023_産政研フォーラム_0019
	1994_023_産政研フォーラム_0020
	1994_023_産政研フォーラム_0021
	1994_023_産政研フォーラム_0022
	1994_023_産政研フォーラム_0023
	1994_023_産政研フォーラム_0024
	1994_023_産政研フォーラム_0025
	1994_023_産政研フォーラム_0026
	1994_023_産政研フォーラム_0027
	1994_023_産政研フォーラム_0028
	1994_023_産政研フォーラム_0029
	1994_023_産政研フォーラム_0030
	1994_023_産政研フォーラム_0031
	1994_023_産政研フォーラム_0032
	1994_023_産政研フォーラム_0033
	1994_023_産政研フォーラム_0034
	1994_023_産政研フォーラム_0035
	1994_023_産政研フォーラム_0036
	1994_023_産政研フォーラム_0037
	1994_023_産政研フォーラム_0038
	1994_023_産政研フォーラム_0039
	1994_023_産政研フォーラム_0040
	1994_023_産政研フォーラム_0041
	1994_023_産政研フォーラム_0042
	1994_023_産政研フォーラム_0043
	1994_023_産政研フォーラム_0044
	1994_023_産政研フォーラム_0045
	1994_023_産政研フォーラム_0046
	1994_023_産政研フォーラム_0047

